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1 }事論

比較的長いトリップ長を有する交通トリップに利用される交通機関においては，重要増加に柔

軟に対応できない場合が多く，供給される座席数に制限がある場合が多い.このような交通機関と

しては航空機や新幹線等があげられ，また近年では長距離パスも急速に需要を伸ばしている.近

年ではITS技術の発展により高速道路や駐車場などの施設を通じて自動車トリップに対しでも予

約制度の導入可能性が検討されている.このように予約システムはより効率的な交通状況をもた

らすための需要管理システムとして注目されており，そのメカニズムの分析は非常

であると言える.

航空機，新幹線，長距離パス等をはじめとして多くの交通機関では，供給される鹿賭数に制約

がある場合が少なくない.最近では，高度情報技術を導入した

に対しでも予約制度が検討されるなど，効率的な交通需要管理のための施策として予約システ

ムの発展が期待されている.

交通サービスに対する予約システムを考えたときにヲ需要側と供給側における情報の非対称性

の問題が存存する.従来より構報提供がドライパーの経路選択に及ぼす影響に

されているが.そこでは交通情報の信頼性や情報提供のタイミングとドライバーの反略行動の相

を合理的期待均衡モデルとして定式化を行い，交通情報システムの導入がもたらす経済効

果を理論的に評価している.本研究では情報提供が儲人行動に及ぼす影響を分析する上で，これ

ら一連の研究の成果を反映させて予約システムにおける情報提供の効果についても分析を行うこ

とが可能である.

本研究では不確実な状況における個人の交通サービスの事前予約行動モデルと交通サービス供

給主体の行動モデルを構築し，交通サービスにおいて予約システムの導入がもたらす社会的便益

を評価する.個人が交通サービスを事前に予約するかどうかを決定する上では，予約をしなかっ

た場合利用時点で交通機関が満席になっていて交通サービスを利用できなくなる不確実性と，利

まで時間が経過するうちにいま考えている交通行動よりもさらに大きな効用をもたらす別

の行動計画が出現する不確実性との 2つの不確実性を考厳する.この 2つのリスクを組み入れた

個人行動を表現する合理的期待均衡モデルを構築する.その上で合理的期待均衡モデルを内包し

た交通サービスの市場構造を分析し，予約システムの導入により得られる便益を検討する.

第2章，第 3章においては不確実性下における交通行動を，交通情報提供に対するドライバー

の反応を見ることにより検討する.以降，第2章では，不完全情報下におけるネットワーク均衡の

1 



効率性が状況依存的な混雑料金により改善できることを示す.状況依存的混雑料金がドライパー

の経路選択に先立つて事前に課徴されるか，あるいは経路選択の事後において走行実績に基づ、い

て課徴されるかによって異なった経路誘導効果を発揮する.交通情報に不完全性が存在する場合，

事後変動料金によりネットワーク均衡の効率性をもっとも改善できることを示すとともに 9 交通

情報の精度を向上させることによりドライパーの摩生状態を改善できることを示す.

第 3章では，情報提供のタイミングとドライバーの異質性を考癒したモデルの定式化を行い，状

況依存的な混雑料金を用いた経路誘導開題について考察する.交通情報がドライパーの

の段階で事前に通知されるかヲ on四 tripの時点で通知されるかによって異なっ

揮することを指摘する.また，社会的限界費用に応じた混雑料金を課徴することにより社会的総

費用をパレート改善できることを示す.さらに，変動料金システムを導入することによりドライ

バーの総費用を常に減少できることを示す.

4章では，供給制約があるようなサービスに対する家計の予約行動を 家計は

将来時点でサービスが購入できなくなる供給側のリスクと予約をキャンセルする可能性があると

いう需要側のリスクを問時に考慮してサービス予約の有無を決定する.本研究では供給側のリス

クが内生的に決定されるような合理的期待均衡モデルを定式化する.さらに合理的期待均衡とし

て定式化された家計の予約行動の特性について，数値計算を通じて分析する.

2 
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2.1 はじめ

近年，交通情報の提供がドライパーの経路選択行動に及ぼす影響に関する研究が蓄積された.特

に， on-trip情報によるドライパーの経路誘導効果に関しては多側面からのアプローチが試みられ

ている. ドライバーに 01トtrip情報のみを提供する場合，必ずしもドライパーの社会的摩生の改善

に資するとは限らない1) このような視点から，文等は混雑料金を併用したon四惜報システム

により交通流のパレート改善を常に実現することが可能であることを示した5)

本研究では 01トtrip情報システムの不完全性を克服する手段として，在宅のドライパーに事前

に経路誘導情報を提供する pre畑仕ip情報システムに着呂する.路車部情報システム等の

報システムでは， トリップを生成した後の経路選択の段階で経路情報が提供されるため， ドライ

パーのトリップp生成を直接誘導で、きない.pre四trip情報システムでは， ドライバーがトリップを生

成する段階で道路網の情報が提供されるため， トリップ生成段階にさかのぼってドライバーの交

通行動を誘導することが可能となる.

pre四trip情報が提供された場合， ドライパーは 1)トリップ生成の有無， 2)出発時郊の決定と

いう 2つの意思決定問題に直面する.pre幽 trip情報の効果を検討するためにはこれら 2つの交通

行動を問時に検討する必要があるが，本研究では静学分析の枠組みの中で， pre-trip情報による交

通需要の制御効果のみに着目することとする.多くの日常交通のように交通情報が出発時刻の決

に及ぼす影響を検討する場合には，動学的な分析枠組み4)が必要となろう.この意味で，本研

究ではpre-trip情報のある一部の効果のみに着目していることは否めない.しかし，一部の非日

常交通のように，交通情報によりその日のトリップをとりやめるか否かを判断することが問題と

なっている局面に関しては，静学分析によるアブローチも重要な知見を提供しうるものと考える.

本研究ではon四trip情報， pre-trip情報の下におけるネットワーク均衡を定式化し，交通情報の

提供によるドライパーの社会的原生の改善効果について分析する.以下， 2.2節ではモデルの基

本的な考え方を， 2.3節では交通信報のみを与えた場合の交通量配分モデル， 2.4節では交通情報

と混雑料金を併用した場合の交通量配分モデルを提案する. 2.5節で、配分結果について比較考察

し， 2.6節で数値計算の結果を示す.

3 



2.2.1 

Walters1)以来，混雑料金に関する研究は交通需要の抑制を通じて混雑の外部不経済を改善する

ことを呂的としてきた8) 旅行費用の不確実性を考慮した料金の設定方法や，それが交通需要の水

準に及ぼす影響についても分析されている2)3) 最近では，濯雑の外部不経済がドライパーの経路

を歪ませる効果が認識され，混雑料金を用いた経路配分に関する研究が進展している5)仲間.

たとえば，赤松らは確率利用者均衡モデルに基づいて混雑料金を求める方法を提案している6) し

かし，確率的利用者均衡モデルは不確実性下の経路選択行動を

{共の効果を経済理論と整合のとれた形で分析することは圏難である.

しでも研究が進展してきでいる.Emmerink等は種々のタイ

について包括的に分析している7) また，文等はp

の中ではあるが， ドライパーの危険田避選好を考慮したより

している5) された

ドライバーにより構成される需要関数を定義しヲ

に及ぼす影響を分析している.その際， ドライパーを

したがゆえにラ ドライパーの選好の

ないという限界がある.本研究ではラ ドライパーの効用 したネッ

トワーク し，選好の異質なドライパーの混在がネットワーク

の経路誘導効果に及 について分析する.

2.2.2 

とorト情報の本興的な差異は?それがドライパーに提供されるタイミングにあ

る.on-trinの経路誘導情報は，すでにトリップを生成したドライパーに対してより

ることを目的として提供される.路車問誘導システムや路側情報板により提供され

る情報はこのカテゴリーに分類される.一方， pre叩 trip情報は，家庭@事業所に配置さ

により潜在的なトリップメーカーに提供される. トリップの生成が義務づけられておらず;状

況のいかんによってトリップをとりやめる意思のあるドライパーにとっては，情報提供のタイミ

ングが重要となる.pre四 tripの段階で情報が提供されれば， トリップの生成

すことが可能となる.一方， トリップが義務づけられているドライパーにとっては，出発時刻の決

4 



定問題を除けば，情報提供のタイミングはそれほど重要ではないだろう.本研究では出発時刻の

選択の自由がなくドライパーはトリップを行なうか否かという選択のみが許されている場合をと

りあげているため， トリップが義務づけられているドライパーにとってon-trip情報とpre-trip情

報の関に本質的な差異はない.このように， トリップが義務的かそうでないかということは，交

通情報の効果に本質的な違いを与えることになる.

ット， .-

2.3.1 

モデんの基本的な枠組みは参考文献5)と同様である.すなわち， 2地品宮口

道路網を想定する@経路で生じる不確実性をK1圏の離散的な状況の生起により

応じて交通費照が変化すると考える.たとえば， リンクの局所交通の変化

走行時間関数の変化は局所交通の変化によって生じると考えることができ

1，'" ，の生起に関して完全情報をもち生起したkをメッセージとしてドライパーに通

知する.状況kの生起は外生的に与えられ状況kの生起確率をがとする@ トリップを生成しないド

ライパーの仔動を表現するためにラネットワーク上に無眼大の容量をもっ第9番目

想定する.危険中立型選好14)を有する Q種類のドライパーを想定し，タイプj(jニ lγ・の

ドライパーの総数を(jニ 1，'"，Q)で表す.危険中立型の場合，費用タームに基づいた記分原

と等価となる5) タイプjのドライパーの経路iに対する間接効用関数を

uf=Y十 uJ Ci 一η(2.1)

と表す.ここに， yは所得 uJはタイプjのトリップ便益(定数λ Ciは経路i

ηは経路iの混雑料金である. Ciは次節で述べるように経路交通量の関数として表され9 すべて

のタイプのドライパーに対して同一の値をとると考える. ドライバーの異質性をトリッ

により表現し，

u1 > ・・・ >uj-1 > uj 
> ・・・ >uQ (2.2) 

を仮定する.添字jが大きくなるほど， トリップ便益が小さいドライバーであることを示してい

る.ここで各ドライパーがトリッフをとりやめた時に得られる効用水準はドライパーのタイプを

関わず一定値Uoをとると考える.この時，各タイプのドライパーが少なくともトリップを行う意

5 



盟、を持つためには

m与x{uJ Ci - Td 2:: Uo (2.3) 

が成立する必要がある.以下，表記の簡略化のために保留費用をUjニ uj Uoと定義する.保留

はドライパーがトリップをとりやめた場合に発生する効用損失費用を表す.保留費用はドラ

イパーがトリップを行うために許容する費用の最大値を表し， トリップ生成に伴う

より小さい賑りドライパーはトリップを生成する.すなわちヲ

if Ci十 乃く Uj tl回目 的 j> O. 

が成立する.ただし Xijは経路tを選択したタイプjの交通量を表す@

2.3.2 ットワーク

(2.4) 

情報提供がない場合，ドライパーは状況kの生起状態を把握できない不確実な環境下で経路選択

を行なう.ドライパーは状況の生起状態、を区別できないため，状況全体を通じてある lつのネット

ワーク均衡が成立する.ここでは単一ODを結ぶ並行経路で構成されるネットワークを考え?状

kが生じた場合の経路iの一般化走行費用c?を経路iの交通量=I:j Xijの関数として

c7(Xi) = Pi十 ω. (Xi) 

と表現する5)4)7) ここに，Piは走行費用であり状況を間わず一定と仮定する.

関数， ωは時間価値ヲ走行時間関数時(Xi)(i 1γ ・1口;k= 1，・は2

価関数であり， [O，M]において次の条件を満足すると仮定する.

(条件。 dt7(Xi)/dXi> 0 

(条件2) (Xi)/dX;三0

(条件3) 0三時(Xi)く∞

(2.5) 

は所要時間

1 

(2.6) 

なお， ドライパーのタイプが異なれば時間価値ωも異なるが，議論の見通しをよくするため時間

価値はタイプによらず一定であると仮定する.時間価値の異質性の問題は5.で改めて議論する.

ドライパーは，期待費用が最小となる経路を選択する. ドライパー

な情報を持たないが，経験を通じて合理的期待を形成し，各状況の生じ

6 

いて正確

及び各状況



(2.7) 

が生じた場合に実現する経路走行費用を知っていると仮定する.経路tの期待走行費用を

K 

E[c7(Xi)]ニ乞πkcf(ぷ)

と表す.無情報下でのネットワーク均衡 (EN)は

(2.8) Xij > 0 if E[c7(ぷ)]= uj 

(2.9) 。Xij if E[c7(Xi)]とUj

(2.11) 

(2.12) XOjどO

XOj > 0 

XijどO

XOj = 0 

Uj =巧

月三 Uj

LXij + XOjニ Mj，

。ニ lγ ・・川;J

if 

if 

1，'.'， Q) 

XOj' まと定義できる.ここに，Ujは各タイプの均衡費用水準であり内生的に決定される.

を表す.式(2.8)ぅ(2.9)は1)あるタイプの利舟交通はタイプjのドライパーの保寵需要，

最がある (Xij> 0が成立する)限り当該経路間の期待走行費用が一致する

2)当該経路を利用するすべてのタイプのドライバーの間で当該経路の期待費用用原則)， 

したがって?結果に成立することを要求している.(タイプ関の等期待費用原則〉致する

的にXij> 0となるすべてのタイプヲ経路の期待走行費用はある均鱗費用水準U*に一致する.

，各タイプの均衡費用(2.10)はトリップ生成を保留するドライバーが存在する

一方，式(2.11)は保留需要が消滅(すべてのドライパーがトリップ用に等しくなることを表す.

タイ当該タイフ。の均衡費用水準は保留費用より大きくならないことを表す.を生成)する場合，

トリップを生成しているタイプの期待費用はすべてある均衡費用プ間の等期待費用原則により，

Ujより大きくなるタイフでは，式(2.9)において任意U* 水準U*に一致する.

タイのけこ対してEicf(X4)]>Ujが成立し，すべての経路においてXij= 0となる.すなわち，

上式において各経路交通量Xi，及び保留需要また，プjのドライパーはトリップを生成しない.

ここで，均衡経路交XOjは一意的に求まるがタイプρごとの経路交通量的jは一意的に求まらない.

この時，ネットワーク均衡ENにおける総費用 WENは均衡保留需要をXf?Z5jと表そう.

Q 

WEN  = LX;E[c7(X;)] + LXojUj 

7 

次式で与えられる.

~ 



ηQ  

X;U* +芝ン;jc (2.13) 

2.3.3 

ドライパーにon-廿構報のみが提供される場合を考える. ドライバーがトリップを行なうか否

かを決定する時点では状況kの生起状態は判らないが，経路選択の時点では状況の生起状態は判

明する.一度， トリップを生成したドライバーはラ on-trip情報を得たのちにトリップをとりやめ

る(自宅へ引き返す)ことはないと考える. トリップの生成段階では状況kの{遣を知ることはで

きないため 9 トリップの発生総数は状況kの如何を をとる.

には各状況の を知ることができるので，各状況ごと

均衡が成立する.

でのネットワーク

kの下で経路i するタイプ をzbと

ここに，れま状況

は次式のよう

cf(Xf)ニ

c?(Xヂ)>

E[可]=

E[ufMCj 
n 

ート XOj二二

if > 0 

zbニ G

XOj>む

XOjニ O

zb三Oぅ XOjとG

(i = 1γ ・・?口;j= 1γ ・ k=1γ・・?

に成立するタイプ 水準， xf

の経路iの交通量である.式(2.14)，(2.15)は各状況ごとに経路間，タイ

することを表す. ドライパーはトリップを生成するか否かを決定する

態を知ることができないため， トリップを行なうことによ

いてトリップ生成の脊無 している.このため，式 (2.17)

ドライ は経

ットワーク

は状況

(2.14) 

(2.15) 

(2.16) 

(2.17) 

(2.18) 

し

い.式 (2.17) より小さい隈りトリップを生成するインセンチィ

に基づ

しな

る

ことを表す.ネットワーク均衡EOにおけるドライバーの総費用 WEOは

r n 1 Q 

WEO =E  I Xf九f(Xf**)I +工場町 (2.19) 

と表せる.ここに， xf¥Z5;は状況ごとの均衡経路交通量，

8 



2.3.4 f警報提供の場合

pre皿 trip情報を獲得したドライパーは， トリップ生成時点の状況の生起状態を知ることができ

るため，状況のそれぞれに対応して 1) トリップを取りやめるか， 2) トリップを行なうとすれ

ばどの経路を利用するかを同時に決定することができる.pre-trip情報下でのネットワーク均衡

(EP)は

cf(xf)=uf? 

c7(Xf)どり?

ufニ Uj

ufく

n 

if 

if 

LUkak  
iJ -r XOj 

if zb>O 

if zbニ

zjj>O 

xt Oj -

… . 
.LY.L J' zbと0，

。ニ 1γ ・.，n;jニ1γ ・.， Q;kニ1

と表せる.4jは状況kの下におけるタイプjの保髄需要である.

xt > 0 
…ー

(2.20)，(2.21)より，

報が与えら 各状況，各経路の 原則が成立する. さらにラ (2.22)より

(2.20) 

(2.21) 

(2.22) 

(2.23) 

(2.24) 

'情

要が存在する場合には状況間の等費用原期が成立する.ネットワーク均衡EPにおけるドライパー

の総費用

と表せる.

2.4.1 

は，

、F 、，...1...". 
丸山 L. V'-ラ

Q 

=E c7(Xf…)÷Zzg料

(2.25) 

?zi;**は状況kの下での均衡経路交通量

混雑という外部不経済性が存在する時，各ドライバーの自由な経路選択により実現されるネッ

トワーク均衡がパレート最適となる保証はない.混雑料金の課徴を通じて効率的な交通量配分を

達成する問題を考える. そこでヲ ドライバーの総期待費用を最小にする問題(PN)を考える.

ffilll 
X

“
X()， 

~J 

j二 1

η

的jE[c7(Xi)]+ XOj 

subject to eq.(2.12) 

9 

(2.26) 



この問題の最適化条件は式 (2.10)ぅ(2.11)ぅ(2.12)，及び

E[c~] + XiE[c~/] = Uj， if Xij> 0 

E[ c~] + XiE[c~/] と Uj ， if Xij = 0 

(2.27) 

(2.28) 

で表せる.なお，E[cf] πkC~(Xル E[cf'] 二二 Jrk dc~ ( Xi) / dXiである.式(2.27)ぅ(2.28)

の左辺第 2項は，経路iの交通量が l台増加した場合にその経路を利用する全ての科用者の期待

費用水準に及ぼ、す外部効果である.最適な交通量配分は，このような外部効果を内部化できるよ

うな混雑料金

η XiE[c~/] 

を各経路で徴収することにより分権的に達成される.混雑料金はドライパーから

の所得移転である.したがって，混雑料金は総社会的費用には計上されない.

課徴された時に達成される総社会的費用 WPNは次式で表される.

ηQ  

WPN  = X~ E[cf] + 2:: xajUj 

(2.29) 

(2.29)が

(2.30) 

ただし，X~ ぅ 28jはそれぞれ開題PNの最適解， E[cf] = ι1  JrkC~(X~) である@また， ドライ

バーが負担する総費用 VトN を次式で、表す.

Q 

L争N X~{E[cf] 十 η}+ 乞 xåjUj (2.31) 

2.4.2 

on-trip情報を提供する場合， ドライパーはトリップ生成時点では未知であった状況kの生起状

態を経路選択時点で把握できる.このとき，変動料金が経路選択時点で提示されれば，これは交

通情報としての役割を果たす.この時，保留需要を除いた各経路の交通量が状況に応じて配分さ

れる.ここに以下の問題(PO)を定式化する.

Q ( rn 1 '1 

xt，~~j 1=1 t E l~ Xμ(幻)1+ X的 J
(2.32) 

subject to eq.(2.18) 

最適化条件は式(2.16)ぅ(2.17)ぅ(2.18)および

cf+xfcff:Uf tf d>O 

c~ + Xfc~' ど Uf tf zb=0 

10 

(2.33) 

(2.34) 



一k 一 vk~ムkl.…  
し‘~ -'/， 

(2.35) 

で表される.ただし， cf:cf(xf)，cff:dc?/dxfである.状況kの下でトリップ生成後に要す

るタイプjのドライバーの走行費用をりとする りは内生的に決まる.このような交通量配分を

分権的に達成するためには，その時の交通状況に応じた変動料金

を経路選択の時点で提示すればよい.on-trip情報下における総期待費用最小化配分の下で、達成さ

れる社会的総費用 WpOは

P04 

0
0
 

つ由一月m-w 

q

工戸+
 

c
 

x
 

E
 

n

玄
M

O
 

p
 

w
 

で評価される.ここに xfooJ8;は問題POの最適経路交通量，最適保寵需要である@また94001

cf(XfOO)である.さらに， ドライバーが負担する総費用 VPOは次式のようになる.

11 

q 

時o= E [XfOO (cfo十寸)]+ 2ン;;向 (2.37) 

2.4.3 pre皿 1曹報提供の場合

pre冊 trip情報を提供する場合， ドライバーはトリップ生成時点で状況kの生起状態を把握できる

ため，状況に応じてトリップ生成および経路選択に関する意思決定を行う.このときトリップ生成

時点で状況kに応じた変動料金が提示されれば，これはon四 trip構報と両様に交通情報としての役

割を果たす.この場合，保留需要も状況に感じて配分される.ここに，問題(PP)を定式化する.

Q ( rn 1) 

杭芸作lpLd附 +XdjUj J f 

subject to eq.(2.24) 

xdjは状況kが生起した時のタイプjのドライパーの保留需要である.このとき l階の最適化条件

は式(2.22)ぅ(2.23)ぅ(2.24)及び(2.33)ぅ(2.34)で表される.混雑料金子fはon叩 trip情報の場合と問機に

(2.35)を解くことにより求められる.混雑料金が課徴された場合の社会的総費用は

I n Q 

Wppニ EI玄xfooocfo∞+I: xd;oO Uj I (2.38) 

となる ここに， xfぺzむ勺ま問題PPの最適経路交通量，最適保留需要である ドライバーが

負担する総費用 LイPPは次式で表わされる.

In Q 

りp=EI芝xf「



2.5 の比較

すべてのドライバーが同質であり，保留費用がすべて等しい場合を考える.ネットワーク均衡

において達成される社会的総費用 WEN，WEO， WEP及び，総期待費用最小化問題

PN， 、 PPにおいて達成されるドライパーの負担する費用 L争品~コ0 ， "イPPをそれぞれ比較し

てみよう.すなわち， ドライバーのタイプが l種類(Q= 1)であり， ドライパーの総数M1が十分

に大きい(ドライパーの保留需要が正となる)場合を考える.この時，以下の命題が成立する(付

録参照)• 

1] Q 1で保欝需襲が存在する場合，ネットワーク

ドライ (;1， 二二時TEO= ニ VPN

る圃

lはすべてのドライパーが開ーの選好を持ち，かつドライバ一

行うか否かを選択できる(保留交通需要が存在する)場合には，

を行ってもドライパーの総厚生を変化させることはできないことを主張している.もちろん， 6. 

で示すようにそれぞれのネットワーク均衡において配分結果や保留交通量は異なった値をとる.

なお，ネットワーク均畿 EOぅEPのいずれかにおいて保欝需要が存在しない場合には命題 l

は成立しない.特に，すべてのケースにおいて保留需要が帯在しない(すべてのドライパーが義

トリップを行う〉場合，交通情報は交通需要の制御効果をもたずネットワーク均縄 EP

は一致する.保留需要が蒋在しない(すべてのドライパーが義務的トリップを行う)

5)が詳細に考察しているように，命題 1は成立せず交通信報の提供や混雑料金の課徴により

ドライバーの総負担費用は変化する.

交通情報や混雑料金が交通需要管理効果を持つためには， 1育報や料金の内容によりトリップの

とりやめたり，逆にトリップを生成するようなドライパーが存在するような弾力的なトリッ

プ生成が不可欠である.いま， ドライパーのタイプが被数 (Qと2)存在する場合を考える.

質性の仮定 (2)よりドライパーの保留費用はドライパーのタイプを表す添字jに関して単調に減

少することに着目しよう.ネットワーク均衡ENを考えれば，

)EN = arg{xOj = 0 (j 1ぅ・ ，)-1)，xゐ三 0，

and XOl Mz (l = )十 L・..，Q)} (2.40) 

となるような臨界タイプJENが存在する.ここに記号arg{・}は括弧内が成立するような主張字を指

12 



and xoi Ml (l = j + 1，・..，Q)} (2.41) 

示する記号である.臨界タイプより保留費用の高いタイプj(j = 1，" . ， ] 1 )のドライパーは全

トリップを生成し，保留費用の低いタイプl(l=]+1γ ・.，Q)のドライパーは全員トリップを保

留する.同様に，ネットワーク均衡EOう EPに対して

jEO:arg{Z5;ニ o(jニ 1，'"，j IL z;;三0，

3Lp:arg{ziアニO(jzl? ?3-l)?ZF三0

azld d;料 = Ml (l =]十 L・・ .，Q)} (2.42) 

る.Qと2の場合にも，命題 1と同様に以下の系が成立する(付録参照). 

[系] Qと2 ワド自ツ E N  

ドライパーの総費期

X~-; く M-::___ ‘ X~~ く晶子.ー_ 1 
υJEN J.I:!lN' UJEO J.I:!lU ¥.. 

JEO 

Xごτ く句X*~* く M-::__ 1 
UJEN J.I:!llV' UJEP J.I:!l.t' ¥.. 

'1色p(k= 1γ 

(2.43) 

(2.44) 

ットワーク EN  

Lむと く ， X~-; く Mτ i 
jEN "' ~'~JEN' ""OjpN "' ~'~JPN ~ 

JEN = JpN 

X~-; く M三一一‘ X~~ く Mコー_ 1 
υJEN J.I:!lN' UJpo J.t'u ¥. 

JEN = Jpo 

X~-; く M三一__， X~~O く λ佐一一 i 
UJEN J.I:!lN' UJPP J.t'.t' ¥.. 

hlVZ32p (K21?・・・，K) J 

(2.45) 

(2.46) 

(2.47) 

この系は，交通情報や混雑料金により が変化するためには，臨界タイプのドライ

バーの保留需要がゼロになるか，臨界タイプが異なることが必要となることを主張している.な

お9 以上の議論は時間価値切がすべてのタイフのドライパーを通じて一定であるという仮定に依

している.時間価値の異質性を認めた場合，どのタイプのドライバーがトリッフを生成するかは

添字jの大きさとは単調に対応せず，ネットワーク均衡の状態に応じて多様に変化する.しかし，

交通情報や混雑料金を課徴しでも保留需要が正となるような臨界的なドライパーのタイプが変化

しなければ社会的総費用は変化しない.このことは系の証明が効用関数の形に依存していないこ

とから明らかである.つぎに総期待費用最小化配分に関して以下の命題が成立する(付録参照)• 

13 
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[命題2] ットワーク均者警の社会的総費用 WEN' WE07 WEpの簡の関録時一意に決まらえまい刷

はWPNとWPO~三 Wppが成立する.ネットワーク均

日ノE N三時Tp N，協TEO三時TpO，防TEP主防Tpptii.

命題の前半は，交通情報の提供により社会的総費用が必ずしも減少しない場合がありうることを

している.このことは，交通情報システムの導入により社会的総費用を減少しうるという期

待を裏切るものである.on四 trip情報， p開明trip情報が提供される場合，等費用配分が達成される.

席知のとおり，等費用配分が社会的最適となる保証がないことを考えれば，

ずしも社会的総費用のパレート改善をもたらすとは隈らないことは当然の結果であると言えよう.

この命題の前半が成立することはのちに数値計算事例で示す.一方，

徴することにより，常にネットワーク均衡より社会的総費用が減少することを示している.このこ

とは，ネットワーク均衡 EO，EPの関では社会的総費用の大小関係が一意的に決まらなかっ

たことと対照的である.さらに，総期待費用最小化配分の中ではpre四 trip構報による方法がもっ

とも効果的である.ここで，留意すべきことは，社会的総費用がドライパーの総負担費用と一致

しないことである.混雑料金を課徴することによりドライバーの総負担費用は増加する. ドライ

バーの総負担費用を増加させないためには?課徴した混雑料金をドライパーに還付する必要があ

る.還付の方法は種々あるが，例えば混雑料金収入の総額をトリップを生成したドライパー

等割で還付する方法を考える@このような方法で， ドライバーに混雑料金が還付されたときのド

ライパーの総負担費用を吟め略。?咋pとする. ドライパーが危険中立的な場合，混雑料金収入

をドライパ一間で配分する方法を変えても， ドライパー

の命題が成立する〈付録参照上

3] 

は変化しない.ここに歩次

〉

ドライパー

.さらに，Q三2，

イパーに還付される時9 ドライパーの総負担費用の関にはりN ど略。三

成立する.また W EN三玲N'WEOとりoぅとりpが成立する.

命題 3の後半部分はヲ混雑料金がトリップを生成したドライパーに還付されれば，変動料金制度

の導入によりドライパーの負担費用は必ず減少し，しかも pre-trip課徴方式によりドライパーが

負担する総費用は最小化できることを主張している.以上の命題の証明は効用関数の形に依存し

14 



表-1 道路ネットワークの経路特性

ネットワーク l ネットワーク 2

dニ 2.0十 10.0X 10-6 xt d 2.0十 10.0X 10-6 xf 

t~ = 3.0十 6.0x 10-6xf t~ = 3.0十1.0X 10-6 xi2 

422.0+50×104xf ti = 2.0十 5.0X 10-6 xt 
内 2

t3 = 3.0 + 3.0 X 10-6 X:J t3 = 3.0 + 0.5 X 10-6 X:J 

ておらず，時間価値切の異質性を認めても同様に成立する.

なお，以上の議論はドライパーがすべて危険中立的であるという仮定の下に成立する@危険因

避選好を有する場合には，文等5)が示したようにヰN=WPN，略。ニ WPO，

する保証はない.もちろん， ドライバーの危険回避選好を考慮したよう とその

について考察することは可能である.しかし， ドライパーのタイプはドライパ一本人のみが

知り得る私的博報であり，交通管理者がそれを知ることはできない@ ドライ

の異質性に応じて混雑料金を差別化するためには9 自己選抜メカニズム14)を考慮したような料金

体系の設計が必要となろう.また，以上の結論は 10D，並行ネットワークを対象として導出さ

れたものである.一般のネットワークにおいて，間様の結果が得られるかどうかに関しては今後

の研究課題としたい.

2.6.王

はヲ を通じて命題の内容について確認するとともにヲ命題 2の前半部

分が成立することを数値事例により示すこととする.いま， トリッ と毘 Bを結

ぶ 2本の代替経路を有する道路ネットワークを対象としラその 2地点聞の潜在的な総交通需要を

M = 3000とする. スとして， 1) 同質なドライバーのみ した場合 αse

2) 2種類のタイプのドライバーを想定した場合 (Cαse Cαse C)をとりあげる.その際，各

タイプのドライバーの総数はM1= 1000， M2 = 2000とする.保留費用水準をU1= 5.0， U2 = 4.5 

とする.交通状況の数をK=2とし，状況の生起確率を(がうρ)ニ (0.5，0.5)とする.一般化走行

費用関数は式(5)で表し，各経路の走行費用を (p1，P2)二(1.0，1.2)，時間価値をω二二1.0とする.

ここで，走行時間関数を寸(Xi)= af x'f + siと特定化する.イは混雑度を表すパラメータ，良は

状況に無関係な各経路の走行時間を表す.本事例では，表-1に示すように，走行時間関数が異
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表-2 配分結果(CαseA) 

ネットワーク均衡

問題 発生交通需要 保留需要 器雑料金 総費用水準 l

情報なし X1 X2 XOl 日lEN

EN  515.6 418.9 2065.5 15000 

XJ xi 側 偏

on-trip 489.7 446.4 X01 情 WEO  

EQ x? x~ 2063.9 自 15000 

567.7 368.4 “ 

xf xJ 41 制

pre蜘 trip 448.3 366.2 2185.5 " 開lEP

EP x? x~ Z31 情 15000 

633.9 518.7 1847.4 ー

総期待費用最小化記分

問題 発生交通需要 保留需要 混雑料金 総費用水準

情報なし x1 x2 X01 71 72 日lpN もそPN

P N  298.3 243.4 2458.3 1.33 0.53 14473 15000 

xf xi TJ TJ 
on-trip 282.5 257.3 X01 1.60 0.79 WPO  VPO 

PQ xf X2 2460.2 Tf d 14468 15000 
327.1 212.7 

ド蜘句匂
1.07 0.27 

xf xi z;1 ア11 7J 
pre-trip 257.6 201.4 2533.0 1.33 0.53 日!pp "うョp

PP x? x~ 231 Tf 72 2 14448 15000 

'--白句
365.8 298.5 2335.6 1.33 0.53 

なる 2種類のネットワークを拐、官するが，いずれのネットワークにおいても経路工の方が経路 2

よりも走行距離は短いが混雑しやすいような経路を想定している.

2.6.2 

2.6.3 ドライ

-2は，ネットワーク lにおけるネットワーク均衡，総期待費用最小化配分の結果(上表が

ネットワーク均衡モデル，下表が総期待費用最小化配分モデルの結果と対応する〉を示している.

り，本ケース (CαseA)では，W E N  = W EO = W EP = Vp N = ~争0= (命題 1)が

成立していることを確認できる.つまり， ドライパーのタイプが同一で保留需要が存在する

交通情報の提供や混雑料金の課徴がドライパーの総厚生水準を変化させないことを示している.

ただい配分結果や保留交通量は各問題の間で異なった値をとっている.
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表-3 配分結果(CαseB) 

ネットワーク均髄

問題 発生父通需要 保留需要 混雑料金 総費用水準

情報なし X 1 X 2 XOl X02 聞 W EN  

EN 516.4 421.8 61.8 2000.0 - 14000 

xi x~ 由

on蝋 trip 489.2 445.8 XOl X02 " ー 時TEO

EO X2 x~ 65.0 2000.0 勝 13999 

566.5 368.4 自 制

xi x~ 41  X62 -

pre-trip 447.5 365.2 187.3 2000.0 帥 日TEP

EP x? xz Z31 Z32 帥 13858 

585.7 414.3 。2000.0 明

総期待費用最小化配分

問題 発生交通需要 保留需要 混雑料金 総費用水準

情報なし x1 X2  X01 X02 71 ア2 科TpN VPN 

PN 298.2 243.6 458.3 2000.0 1.33 0.53 13473 14000 

xi x~ ァJ γ2 1 

on-trip 282.5 257.4 X01 X02 1.60 0.80 WPO  VPO 

PO X2 x~ 460.1 2000.0 ァ? T2 2 13468 14000 

327.3 212.7 1.07 0.27 

xl xi 41  z;2 ァJ 7亙1 

pre句trip 258.0 210.8 531.3 2000.0 1.33 0.53 時Tpp もうコp

PP x? xz Z31 Z32 Tf T2 2 13449 14000 

365.2 298.2 336.5 2000.0 1.33 0.53 

2.6.4 ドライパー イプが異賞な場合

ネットワーク 1 (Cαse B) ，ネットワーク 2 (Cαse C)における計算結果をそれぞれ表-3， 

-4に示している.表-3に示すように， CαseBではWEN> WEO> WEPが成立し，ネット

ワーク均衡におけるドライパーの総費用水準は情報提供によって低減している.それに対しヲ

ヰでは = WEOく WEpが成立しておりラ on-trip1育報を提供した場合には情報提供のない場

合と変わらないが， pre叩 tr旬情報の提供によってドライパーの総費用水準が逆に増加している.こ

れより，ネットワーク均衡の社会的総費用の間の関係が一意に決まらないこと(命題 2の前半部

分)を確認できる. on-trip情報の提供によりドライバーの厚生水準が低下する事例に関しては，

参考文献1)5)を参照して欲しい.

総期待費用最小化配分モデルの場合は，表-3，表-4ともに W PNとWPOとWppが

成立しており交通情報の提供により総費用水準が低減している.また，それぞれの配分モデルの
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表-4 配分結果(CαseC) 

ネットワーク均衡

問題 発生交通需要 保留需要 混雑料金 総費用水準

情報なし x1 x2 X01 X02 同 日lEN

EN 447.1 631.0 。1921.9 .幽 13499 

xt xj 時

on-trip 405.7 668.1 X01 X02 噂 WEO  

EO x? x? 。1926.2 “ 13499 

520.3 553.6 " 

xt XJ z;1 zふ
pre-trip 395.2 604.8 。2000.0 WEP  

EP x? x? Z31 Z32 13547 

551.1 805.3 O 1643.7 時

総期待費用最小化配分

問題 発生交通需要 保留需要 混雑料金 総費用水準

情報なし x1 x2 X01 X02 γ1 72 日lp N もう"N

PN 298.1 596.7 105.2 2000.0 1.33 0.53 13284 14000 

xf xi γJ ァJ
on-trip 278.8 614.1 XOl X02 1.55 0.75 日lpO VPO 

PO x? x? 107.1 2000.0 γf T2 2 13279 14000 

333.6 559.3 1.11 0.31 

xf xj z;1 z;2 TJ ア21 

p.l.C;-"~lp 257.7 513.6 228.8 2000.0 1.33 0.53 Wpp  ~うコp

PP x? x? Z31 Z32 ァ? T2 2 13256 13914 

349.5 650.5 。2000.0 1.22 0.42 

社会的総費用の間ではWEN三WPN，WEOとWPO，WEP  ~三 Wppが成立している.これは，混雑

料金の課徴により常にネットワーク均衡の社会的総費舟が減少すること(命題 2の後半部分〉を

示している.そしてラ命題 3の後半部分LイPN三LイPO:::三 Vppの成立も表-4より確認できる.さ

らに，混雑料金収入の全額をドライパーに還付した時， WPN:ニヰN'WPO  ="手。

が成立することに留意すれば，表-3，表-4から LイPN::::三時Tp N，VpO三時FP071/pp〉

WENとりN'WEOとり。，WEpと (命題 3の残りの部分)が成立することも確認できる@

り

本研究ではon-trip情報， pre四 trip情報が提供された場合におけるネットワーク均衡問題

化するとともに交通備報の提供によるドライパーの総負担費用の改善効果について比較検討し

た.その結果， pre-trip情報と変動混雑料金を併用することにより必ずドライパーの総負担費用を

18 



なる WEN=Ei=lX;U1十 U1 十XO1)=U1M1・ 問 題 で は9

2Llxf*c?(xf)+zB;C1=2:ιlHufzzlxγ 十XoiU1 五17rkuf

= U1M1が成立.社会的総費用ぅコN，¥令。，コpについても開様 e どの

あり総社会的費用は常に一定.よって，WEN= 

L争O=~イPPが成立.系に関しでも臨界タイプの保龍費用をU1 と考えれば同様の議論が成立する@

2] WPNとWpOを示す cf(Xf)十2?と内

(xfooJa;)に対してT1025:Lxfood(xfoo)+2214;Cjを定義する.変数 =Xf

を定義すればxfo?xfは式(18)を満足する.したがって開題POの解は問題PNの実行可能解で、あ

L仇
叩柑

H

最小化できることを明らかにした.当然のことながら，以上で得られた結論は， 1) 1 OD  .並

行リンクという簡単なネットワークを採用している， 2)情報システムの導入 e 管理費用を無視

している， 3) トリップの生成時刻の変更可能性を無視している，という極めて単純化された仮

定の下でのみ成立する事項である.今後，より一般的なネットワークを対象としても時様の命題

が成立するかどうかを検討する必要があろう.また，交通情報が出発時刻の決定に及ぼす影響を

検討する場合には，動学的な分析枠組みが必要となろう.さらに，本研究では交通管理者が完全

を提供する場合を想定していた.しかし，現実には交通情報はノイズを含んでいる@このよ

うな不完全情報の下での交通需要の誘導方策に関する研究も今後に残された課題となっている.

[命題 1.系] 問題ENを考える.Qニ lで保皆需要が存在するから式より 1/1ニ

が成立.保留ドライパーが存在する限り，均繍費用水準は保留費用に等しく，E[cf(Xi)]ニ U1と

-260十XoiU1

についても保留

る.(xfooJ8;)が芯立17rkTkを最小にすることにより， ι1fT10三二lがT1ニ WPN

が成立することがわかる.ただし =Ei=lXfcf(Xf)十ZZ14jUjである.開様に，問題PO

の解は開題PPの実行可能解である.問題PPにおいてT100:2Lxfooocf(xfooo)÷zjL123;ooCj

を定義す ればポTJOO三玄五1HT10:WP0・つぎに，WENジVPNを示す.ネット

ワーク均衡ENの解は問題PNの実行可能解に含まれる.問題PNは社会的総費用の最小化問題で

あり，その目的関数の最小値WPNとネットワーク均衡ENの社会的総費用の間にはWEN三WPN

が成立.同様にして，WEO三WPO，WEP三Wppも成立.

[命題3] まず，前半部分が成立することを示す.式 (2.30)ぅ(2.31)より，WPN十乞i=lXfTi=~うつN

を得る.cf'> 0よりη>0となる.これにより任意のXiに対して必ずεzlxfη> o.よって，りN
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さWPN・同様に VPOどWpO，VppどW ppも成立.ドライバーに混雑料金を還付することにより，1-乍N

=2Llxf{Eicfl+74}+2114;向-2LxfアFWPNが成立する.同様に， ~伝O=WPO ，りp=Wpp

も成立.前半部分の証明より，後半部分(りNどり。どV~p ， WENど咋N'WEOどり。，WEPどりp)

が成立することは昌明.
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3 

じ

Walters1)の先駆的な研究以降，混雑料金に関して数多くの研究が蓄積されてきた.その多くは，

混雑という外部不経済を内部化し，効率的な道路利用を実現することを白的としている.旅行費

の不確実性を考慮した料金の設定方法や，それが交通需要の水準に及ぼす影響についても分析

されている2)3) 最近では，混雑の外部不経済がドライパーの経路選択を歪ませる効果が認識さ

れ，それを是正するための混雑料金の役割が着目されている4) たとえば，文は確定的ネットワー

ク均衡モデんにより5)，赤松らは確率利用者均衡モデルに基づいて混雑料金を求める方法を提案

している6)

混雑料金がネットワークの状況に応じて変化する場合，その情報が事前にドライパーに

通知されれば交通情報としての役割を演じる.このような状況依存的な混雑料金の下でのネット

ワーク均衡に関してはEmmerinkらが体系的な研究を実施した7) また，それとは独立に文等も

開様の研究を実施している8)が，そこではドライパーの危険毘避行動も同時に考慮、しており，よ

り一般的な内容となっている。また，太田らは情報の提供のタイミングとドライパーの異質性を

したネットワーク均衡モデルを提案している9)

以上の研究はいず、れも交通管理者が状況の生起に関して完全情報を有することを前提になされ

たものである.しかし?現実に

きない.したがって，

る.このよう

におこるであろう道路状況を完全に

る交通情報には誤りや予測誤差が含まれ

を導入する場合，混雑料金を課徴するタイ

ミングが開題になってくる.交通状況が確定していない事前の段階で混雑料金を課徴するか，交通

した事後の時点で課徴するかにより， ドライパーの厚生水準は異なるだろう.すでにフ

安野等10)は，交通管理者が提供する交通倍報に不確実性が存在する場合における

料金の設計方法を提案しているが 混雑料金は事前に課徴されることが前提となっている.

等の知る限り，状況依存的混雑料金の課徴のタイミングや交通情報の精度とドライパーの厚生状

態の関係について分析した研究は見あたらない.

以上の問題意識に基づいて，本研究では，交通管理者が事前に把握する交通状況に不確実性が

存在する場合における望ましい状況依存的混雑料金のあり方に関して理論的な分析を試みる.さ

らに，交通情報の不確実性の減少がドライパーの総原生水準に及ぼす影響について分析すること

とする.以下， 3.2節で本研究の基本的な考え方を述ベラ 3.3館では不確実性下でのネットワーク
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均衡を， 3.4節では漉雑料金の下でのネットワーク均衡を定式化する.3.5節では各ネットワーク

均衡の特性について考察し， 3.6節では数値計算事例を示す.

3.2 

3.2.ヱ

情報システムの精度の向上が家計行動に及ぼす影響に関じては，情報の経済学や意思決定理論

の分野を中心に，膨大な研究成果が蓄積されている11)-16) 伝統的な意思決定理論においては，

個人が龍面するリスクは外生的に与えられ，個人行動がリスクを変化させることは考磨、してこな

かった.そこでは，情報システムは外生的なリスクの生起と棺関を持つようなメッセージの集合

を意味する. l'官報精度の高い情報システムは，リスクの生起とより相関の高いメッセージを提供

するようなシステムとして定義される.情報経済学の成果によれば，リスク

えられる隈仏家計の期待効用は必ず増加することが保証される15) ネットワー

天候や交通需要の変化といった外生的なリスクが走行時間の変動をもたらすがヲそれにとどまら

ず¥外生的リスクがドライパーの経路選択行動を変化させ，結果的に新たな走行時間の変動を引

き起こすこととなる.このように，ネットワーク均衡問題においては外生的リスクが新たな内

的リスクを引き起こすため， 11者報精度の向上が必ずしもネットワーク均衡の効率性の向上をもた

らすとは眠らない5) 一方，外生的なリスクが市場均衡に及ぼす影響に関しては，不確実性の経

済学の分野で研究の蓄積がある13) 16) しかし，ネットワーク均衡においては，通常の市場に見

られるような価格メカニズムは存在しない.ネットワークで実現する価格(走行費用)は経路を

選択した事後においてはじめて確定する.事前に提供される交通情報は市場価格情報と類似の役

割を果たすことが期待される.しかし，生起しうる状況を完全に予測できない場合9 交通情報は

市場価格のように完全なメッセージをドライパーに提供することはできない.周知のとおり，

雑料金はドライパーの経路利用に伴う外部不経済性を内部化する役割を果たす.また，交通情報

は状況の生起に関わる情報をドライパーに伝達する.交通情報が完全であり， ドライパーが走行

に関する完全な期待を形成すれば交通構報は市場価格と同様の機能を存することになる.し

かし，完全情報の提供が困難な場合には，事前になされた選択が結果的に事前の予測とは異なっ

た結果を生み出す可能性がある.事前@事後における最適行動が一致しない場合，事後において

現実に生起した状況と対応させて混雑料金を変化させることによりドライパーの原生状況に変化

をもたらす可能性がある.本研究では，このような混雑料金を課徴するタイミングとドライバー

23 



の厚生水準について分析することとする.

3.2.2 混雑料金の課徴のタイミン夕、

ドライパーの経路選択に関わる論理的な時間的なJI顕序関係を， 1)交通管理者が交通状況を予

j期する時点 (A)，2)交通管理者がドライパーに情報を通達する時点 (B)，3) ドライパーが選

択する経路を決定する時点 (C)，4)利用した経路の走行条件が確定した時点と定義する

17) 課徴すべき混雑料金をドライバーに通知する時点としては，時点

本研究では前者を事前，後者を事後と呼ぶこととする.以下j混雑料金

語は， しそれをドライパー

に混雑料金が課徴される場合， ドライバーが経路選択を行う以前にそのときど

られる.

という

混雑料金が提示され， ドライパーは握雑料金を考慮に入れて経路選択を行うこととなる@通知さ

れた混雑料金がヲそのまま徴収されるのであれば，実際に混雑料金は事後の時点〈例えば，月末

して決済するなど〉で支払われでも問題はない.一方，事後に謹雑料金が課徴される場合，

にドライバーに経路の所要時間と混雑料金の関係を表し し

ておく.経路選択の時点Cでは， ドライバーは課徴される混雑料金の正確な値は知らない.経路

を選択した時点Dにおいて?混雑料金がドライパーに通知される.交通管理者とドライパーは混

雑料金表と走行実績に関する知識を共有していれば¥交通管理者から通知される混雑料金はドラ

イパーが事後に想定する料金と一致する.

3.2.3 

本研究では，交通博報と状況依存的混雑料金を組み合わせたような経路誘導方策につ

する.状況依存的混雑料金システムとは，そのつどの状況の生起状態に対応して徴収する料金を

変化させる方式である.交通情報はドライパーが経路選択を行う

される.状況依存的混雑料金システムには，事前の予測結果に基づいて決定さ

期ごとにドライバーに事前に通知する方式 (A) と，事後に実際に生起した状況を鰭まえて混雑

料金を課徴する方式 (p) が考えられる.以後，方式Aに基づく混雑料金

式Pによる場合を事後変動料金と呼ぶ.事前変動料金を採用する場合， ドライパーが経路選択を

行う前に料金構報が通知されるので，料金自体がドライパーの経路選択に謹接的な誘国を与える.

一方ラ事後変動料金の場合， は交通情報のみが提示される.いま， ドライ
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島』←

を繰り返すことにより，各交通情報の下で実現する事後の走行費用と状況依存的混雑料金の和に

よって構成される総費用の期待値に関して合理的な期待を形成すると仮定しよう.この時，事後

変動料金はドライバーの期待形成を通じて， ドライパーの経路選択行動に間接的な影響を及ぼす

ことになる.さらに，事後混雑料金は，このような間接効果とは別に交通情報が不完全なために

生じた事後の厚生水準の変化を補正する役割も有している.

3.3 ット • s_  

3.3.1 

空間的に離れた 2つの地点の関にη本の代替的な経路が存在する場合を考える. 2 

需要はMでありその値は圏定されている.各ドライパーは，上記の口

て自的地へ向かう.本研究では，道路ネットワークで生じる

法7)8)18)に従ってモデル住する.すなわち，

しラそれぞれの状況に対応して各経路の走行時間関数が変化すると考える.この

ける分析枠組みは，問題の本質をできるだけ簡単な方法で表現するために考案されたも

のであるがヲ具体的には以下のような状況を想定していると考えれば判りやすい.

該経路のみを利用する局所交通が存在し，局所交通量が自々変化すると考える.いま，

を状況と対Fむさせよう. にネットワークに配分されている

(状況の変化)に対応し れる

なる.ここでは，局所交通量の変動(状況の生起〉が外生的に与えられると考える.

設定は従来の枠組みを踏襲したものであり，それ自体には新規性はない.

ことに

従来の研究では交通管理者は状況の生起に関する完全情報を持っと仮定してきた.しか

し，現実には事前に眼られた情報に基づいて予測された状況が実際に実現する状況

る保証はない.交通管理者が有する情報は不完全であり 状況予測において誤り

る.生起しうる状況をl(lニ lf・.，L)と表そう.交通管理者は生起するであろう状況を事前に予

し，予測した状況に関する情報をメッセージekEω (k= 1γ ・.，K)としてドライパーに通知す

る.また， ωはメッセージの集合である.以後，添字削ま交通管理者が事前に通知するメッセージ

の種類を，lは事後に実際に実現する状況を表す.メッセージの数Kと状況の数Lは同一である必

要はない.ただし，状況，メッセージは複数個あると仮定し，L三2，K三2を仮定する.Lく K

が成立する場合，冗長なメッセージが脊在するため，以下ではL三Kを仮定する.このことを先
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の伊jを用いて説明しよう.交通管理者は，予測した局所交通量をある種のメッセージとして表現

しドライパーに通知することになる.メッセージとして通知される状況は，局所交通量と正確に

対応しなくてもいい.予測した局所交通量をカテゴリー化して，事前のメッセージとして表現し

よう.一方，事後の状況を実際に生起した局所交通量と対応させよう.この場合には，事前の状

況の数は事後の状況の数よりも少なくなる.

いま，交通管理者が局所交通量を正確には予測できない場合を考えよう.

ジ計を提示したにも関わらず，予測が誤って現実には状況lが生起するという

こで，交通管理者が事前にメッセージekを通知した時に事後に状況

義する.さらに， ドライバーが事前に受け取るメッセージekの

事後に状況lが生起する確率を ql(l = 1，・"，L)と表そう.この時，これら

2:五1'Jrklpk = ql ει1 'Jrkl = 1， 

1 2:ι1 ql = 1 

(k 1，・・ l= 1，・・ 1

にあるメッセー

も生じうる.そ

L---?K)と?

には

(3.1) 

が成立する.この時，交通管理者が保有する情報システムnの特性はQニ (ω，p，1r:引で記述できる.

ここに p= : k = 1，'・ .， K}，狩ニ {πkl: kニ lγ ・ l= 1γ ・.， L}，q= :l=l，'・1

はそれぞれメッセージの生起頻度ベクトル?推移確率行列，状態の生起確率ベクトんである. 11寄

報システムQの特性は交通管理者ヲ ドライパー とっ ると仮定する@い口、，

任意の事前メッセージekに対して事後に状況lが等確率ポl= l/Lで生起する場合を考えよう.こ

の時，メッセージekは事後の状況に関する何等の情報も伝達せず;備報が通知されなかった場合

には変わらない. メッセージ数と状況の数が一致し，個々のメッセージekのそれ

ぞれが，互いに排他的な状況l'と1対 lに対目忘する場合(推移確率ががl'= 1，がt" = 0 =1= 

となる場合)，交通管理者はドライバーに完全情報を提示していることに他ならない.このよう

も， を導入することによりラその特殊ケースとし

ることが可能となる.つぎ、に，これまでの研究開)γ)8)と同様に，状況lが生じ

(以下、走行費用と呼ぶ)を費用関数ciいわれ=・・・ ，n;k= 1，'・口 L・・ 1引を用い

て表現する.走行費用は、燃費等の金銭的費用と時間費用で構成される.ここに， dはメッセー

ジ ekの下で、の経路 i の経路交通量であり費用関数 c~(xn は 2 階連続微分可能な 1 価関数であり，
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関区間 [O，M]において以下の条件を満足する.

dc~(イ)/dxf > 0 ) 

d2C~(xf)/ dxf三o~ 
O く c~(xn く∞ j

(3.2) 

3.3.2 ネットワーク均禽{開題N)

交通管理者がドライパーにメッセージのみを提示する場合を考える. ドライパーは各瞬間にお

ける状況の生起について正確な博報を持たないが，経験を通じて事後に各状況が生起する

き確率，及び各状況が生じた時に実現する経路の走行費用を知っていると仮定する.いま?交通

ッセージekを提示した場合を考えよう@メッセージekが提示された時に?実擦に状況

lが生起する確率が7r
klで表されることに蕃目しよう. ドライバー にはメッ のみを

獲得するので，経路iの交通量はkのみに依存する.したがって，事後的に状況iが生起した時に，

経路i に交通量坊が通過した場合の走行費用は c~(イ)で表される.したがって，メッセージ ekが

提供された時， ドライパーが想定する各経路の条件付き期待効用は

L 

Ek[U(C~(xf))] =玄πklU ( C~ ( xf) ) ( 3.3 ) 

と表せる.ここに，期待値オペレーション[.]は事前のメッセージekの下での事後の状況

起に関する推移確率戸に関する期待値操作を表す@また，U(.)はcjに依存する基数的効用

あり，

ujfく O?ujff三O (3.4) 

玄xf= M， xfとO

(iニ 1，"'，n; k = 1γ ・・ ，K)

(3.5a) 

(3.5b) 

(3.5c) 

を満足する.ujfzdU/dcj?ujffzd2U/dcj2でありラ ujff50はドライバーが危険屈避的(等号の

時は危険中立的)であることを意味する. ドライパーはメッセージを獲得することができるため，

メッセージのそれぞれに対してネットワーク均備が成立する. ドライパーが開質であると仮定す

ると，ネットワーク均衡において
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が成立する.ここに，EUk*は均衡効用水準で、あり，各メッセージekの下で、等期待効用配分が成立

する.情報提供下で達成される総期待効用を次式で表わす@

K 

同vニ M pkEUk* (3.6) 
k二 1

ネットワー

3.4.1 自

伝統的な混雑税に関する議論では， つ

づ、いて混雑税の水準が設定される.この方法によれば，

税を徴収することによりドライパーの総厚生水準は従前の水準より低下する@濯雑税の徴収によ

るドライパーの厚生の低下は，混雑税収入を道路容量拡幅等の財源に充当されることにより桔殺

される る@これに対して 9 しようとする

として決定され，

と

に，ネットワーク

水準を達成することを目指すものではない.モデルの前提条件より

経路別の状況依存的混雑料金は経路誘導効果のみを持ちうる.

されており?

シス

テムの経路誘導効果に焦点をあてるために，

経路誘導のため

れる。そこで?

とができるよう

とドライパー される

し

は

さ

と税額定の

てドライパーに全額還付されるとする.すなわち， ドライ

ロ収支制約の下でドライ }タ'

」甲

し

口収支制約はあくまでも

であり p 状況依存的混雑料金収入のバランスが(例えば，

ることとする.なお，状

しくなるような〉

をとると仮定しでも開題の本質的な構造は変化しない.

3.4.2 

混雑料金が状況の生起状態に応じて変化し，それが事前にドライパーに通知されるよう

変動料金を考えよう.このような事前変動料金が経路選択に先だ、ってドライパーに通知されればヲ

状況依存的混雑料金が交通管理者が予測する交通状態をドライパーに伝達するという交通情報と

しての役割を果たす19) 交通管理者が日々の交通状況を予測し， ドライパー メッセー

ジekと対応した最適な混雑料金をドライバー に通知する場合を考える. ドライパーは各経
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路で課徴される混雑料金を知った上で経路を選択する.経路tでメッセージekが提示される時に

(3.7a) 

交通管理者が解く問題Aはこの時，

K 

b 守容i，，{玄pkU
k
}

Xi，γいυヘSik=l 

s.t. Ek[U(c~(x~) 十 Tik )]

徴収される事前変動料金を寸としよう.

(3.7b) 

(3.7c) 

(3.7d) 

Uk +S~ ニ O

。中
山

k
九

o

k

p

 

k
一一z

k

玄向

わ
η

玄

7
(3.7e) x~=M， 

z?とO?s?とo(i = 1γ ・・ ，n;k= 1γ ・.，K) (3.7f) 

されたUkは状況(3.7b)においてpと表せる.ただし，すには非負制約がない

ここ Gが成(3.7c)より zf>Os?ど8はスラック変数であり，

れ(3.7b)は状況kの下でzf>Oとなる経路におる.

[U(c~(球)十寸)]く Ukが成立しzf19となる.すていることを示している.s?>9の場合には

している.(3. 7b)， (3. 7c)及び(3.7りは事前料金すの下でのネットワークなわち，

Aは相補制約(3.7c)を含交通量制約を表している.(3.7e)は(3.7d)はゼロ収支条件を，

して議論を進める.ことみ非凸計画問題となっている.以下，

(3. 7b)司 (3.7り及び 1~の最適性の必要条件

(3.8a) (if x~ > 0) βpkTik -~k = 0 九?lfi+qfd

(3.8b) (if x~ = 0) ス?EKluf切り+qfs?-βpkTik_ ~k 三 0

(3.8c) 。:-:__k __k 
μP.-Xi 

nu 一一

一一

z
m
z
 

k小
川

一

λ

k
-
z
z
 

一竹
H

F

7

~~ Ek 
[Ui

klf
] 

xf (3.8d) 

(3.8e) k p 

(itL--?n;k z lγ ・.， K)

を満足する.ただし，ス??奇??ム ~kはそれぞれ式 (3.7b) ， (3.7c)ぅ (3.7d)ぅ (3.7e)に対応するうグラン

(3.7c)よりイ >0の時， s?:Oが

ここで，最適経路配分をzfoとしたがって，式(3.8a)においてポs?:0が成立する.
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通説

表す.この時，xfo > 0となる経路において事前変動料金は次式で表される.

T;k = Ek[Ui
klザfj-ko F 

Ek[Uiklt] ηβ.pk (3.9) 

ただし [Uikl吟lf]=むと1JTkl (δU/δcHxfO)) (δc~ (XfO) /δxfO)， Ek[Uikl!] = Lι1πkl(δU/δc~(xfO)) 

である.なお， dozOとなる経路では寸は条件(3.8b)を満足する範盟の中で任意の値をとれる

が，ここではγfzOを仮定する.この時， ドライバーが危険中立的な場合を除いて事前変動料金

は開題Aの最適交通量配分に対して一意的に決定される(付録参照).危険中立的な場合にはヲ開

ーの自的関数の水準を達成するような最適均衡水準UkOが複数個存し，

決定できない(付録参照).事前変動料金は各メッセージの下での各経路の期待眼界社会的費用か

ら各メッセージに対応した定数項を差し引いた値になる.期待限界走行費用 [Ui
kll

]，

zfoの大きい経路では 1単位当たりの交通量増加がもたら

加が大きく，混雑料金も相対的に大きな値をとる.このような経路 と社会的

がより増加するため，混雑料金により当該経路の利用コストを大きくし当該経路の利用者数

を抑制することが必要となる.仮定より ujclfく 0が成立すること (3.8c)， (3.8e) 

よりス?と 0，β:::;0が成立する@一方，(，kの符号は確定しない.(，k > 0の場合には事前変動料金

は式(3.9)の右辺第 l項より大きくなる.一般にはp 交通需要が増加すれば期待均衡効用は減少す

るためFく Oが成立する.この場合には?事前変動料金は関式の右辺第 l

た，(，kの絶対値が大きくなれば，あるいはβの絶対値が小さくなれば，

り，事前変動料金は小さくなる.このように事前変動料金は社会的費用を

に応じて料金を変化させる変動料金を組み合わせており，状況@経路を通じ

り小さくなる@ま

は大きくな

る料金と状況

によりド

ライパーの総原生水準を改善する仕組みになっている. ドライバーの総期待効用は次式で表せる。

K 

ニ M.~ンkUko (3.10) 

3.4.3 

事前変動料金では，交通管理者が事前に予測した結果に基づいてドライパーに課徴すべき状況

依存的混雑料金を通知する.交通管理者が常に完全情報を提供できる場合，事前変動料金により

ドライパーの望ましい経路誘導を達成することができる.しかし，交通管理者の予澱結果に誤り

が含まれる可能性がある場合，事前料金による経路誘導が事後においても常に望ましい状況をも

たらすとは限らない.このように交通情報が不完全となる場合，事前には交通状況に関するメッ
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セージのみを通知し，現実に生起した状況に基づいて混雑料金を事後に課徴するという方法も考

えられる.状況依存的混雑料金のゼロ収支制約の下で，事後的な状況依存的混雑料金によりドラ

イバーの総期待効用を最大にするような分権的ネットワーク均衡を求める問題を定式化する.交

(3.11a) 

通管理者が解くべき問題Pは

K 

中毛主 {芯pkU
k
}

xi，r，いU'-，sik二 1

s.t. Ek[U(c~(x~) 十ァア)] 11b) 

(3.11c) 

(3.11d) 

G uk十sf

sfzf:o 
n K 

玄玄pkEk[γikl]X~ = 0 

x~=M， 

z?と07sf三0 (3.11f) 

lニ lγ ・.，L) 1，... ，口;kニ 1，...， 

1fklγflで、あ[ず]=は事前に状況kが通知された時の均衡期待効用ラただし，となる.

る.問題Pも非凸計瞬間題である.最適解は条件(3.11b)-(3.11f)及び

(3.12a) (if x~ > 0) [Tikl] _ ~k ニ Oえ?Ekiuflfdlf!十qfd-

(3.12b) (if zfニ 0)~k ~ 0 え?EKluflfdlfl+qfd-βpkEk[Tikl]

(3.12c) 

(3.12d) 

え?uflf-βpkX~ = 0 

(3.12e) 
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を満足する.最適経路配分400において400〉 Oとなる経路では，事後変動料金は

一'κ

私
白
山
一

q
j

t一一向
(3.13) EKluflfcF1400 Ek[ァタl

(3.14) uflfzβM 

を満足する.各メッセージごとに経路の平均的な混雑料金の水準は式 (3.13)により決定されるが，

個別の状況ごとの料金は式(3.14)を満足するように設定される.式(3.14)より，危険回避型選好

の場合，最適解においてuflはz?00>Oとなる任意の経路と任意のk，lに関して一定となる.効用
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関数Uが c~(xf) 十 7fl に関して単調減少関数であり，均衡効用水準はたに依存せず一定値UOOをと

る.この時， doo>札及び400>Oとなる任意の経路，メッセージ，状況の組(i，り)とCi，ムり
に対して

ずとすl if ci(400)54400) 

が成立する.各経路において事後の走行費用が大きくなる場合ほど，混雑料金

なるという単調関係が成立する.換言すれば9 されるメッセー

路選択の事後において走行費用がより大きくなれば，より多く

ドライパーには各経路ごとの走行費用の実績値と混雑料金の対応表

けばいい.このような料金表は，事前に通知されるメッセージに応じて修正さ

ーの料金表で十分である.

が大きくなる

る

なるすべての経路で

となる矯報システム

くなるという

事後変動料金が課徴された場合，任意の

[c~(xf吋十 EKlcTh?00-FOG-1zG
μ 

が成立する.ただし，poo = (U
oo

)， (k = 1，・ 1

(3.16)の第 l iを利用するドライ ラ第2

3項@第4項は定数であり，式(3.16)はすべてのメッセージと利用経路の

の均等化が達成されることを示している.総期待効用は次式で表される.

vjコ=MU
oO 

ここで， doo むとなる経路において寸 oを仮定すれば， ドライ

(3.16) 

水準である.

，第

(3.17) 

を除

いて事後料金は一意的に決定される.なお，以上の議論は危険回避的な選好を対象として導かれ

たものである.危険中立的な場合には，最適解の一意性は保証されず， はメッセージ

ぷによって異なった値をとりうる.したがって，式(3.16)が成立しない混雑料金も最適解となり

うる.このように最適な混雑料金表は一意的に決定で、きないが，式(3.16)が成立する事後料金は

最適解の集合の中に含まれることが保証される(付録参照ト
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1fklを仮定しており，交通情報の精度の如何に関わらず成立している.前述したように

供されない場合，完全情報が提供される場合も本モデルの枠組みの中に特殊ケースとして含まれ

ている.したがって 命題 lは無情報@完全情報が提供される場合にも成立する.なお， ドライ

バーが危険中立的な場合には，事前変動料金ヲ事後変動料金はともに無差別となり?どちらの方

を採用しでも総厚生水準は一致する.

3.5 1喬報糟慶とネットワーク均備の効率性

3.5.1 ネットワーク均簡の揮生比較

不確実な条件下における経路配分は 1)情報の不確実性， 2)混雑という外部不経済性ヲとい

う2種類の要閣が存在するため効率的な配分結果が達成できない.交通情報の提供は，情報の不

確実性に起因する非効率性を解消するが，混雑という外部不経済性に関しては完全には解消でき

ない.一方，混雑料金は混雑という外部不経済により生じる非効率性を減少させる.さらにラ交

通情報が不完全な場合には，状況依存的混雑料金を事後的に課徴することにより 9

う非効率性を減少させることができる.そこでp 本研究で提案した各謹の状況依容的混雑料金を

いて達成されるドライパーの総原生水準を比較してみよう.その結果は?以下の命題のように

る(付録参照)• 

システムQと条件(3.2)を満足する

に関して，ネットワーク均衡における総厚生水準の間にど主的vが

る. ドライパーが危険中立的な場合には

事前変動料金を導入することによりドライバー

りも必ず改善される.さらにヲ

を改善する.命題 1では?

を仮定しているだけであり，

と同vが成立する@

さ

して，

になっている.また，以上の命題はラ

3.5.2 

交通情報システム導入の背景には，交通情報の提供によりドライパーの総厚生水準が改善される

という社会的期待が存在する.しかし，小林等17)はドライパーに完全情報を提供しても，必ずし

もドライパーの総摩生水準の改善をもたらすとは限らないことを示した.しかし，状況依存的混雑

料金を併用することにより，完全情報の提供の下でドライパーの総厚生水準は必ず、改善されること

が保証される.以下では，情報システムの性能の向上に伴って変動料金を併用することにより，ド
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ライパーの総厚生水準は必ず改善されることを示す.いま， 2つの情報システムQ 土 (ω，p，π:q) 

と合=(仏企?合:q)が与えられたとしよう. 2つの情報システムは状態の生起確率qを共有してい

る. 2つの情報システムが提供するメッセージの数をそれぞれK，比と表す.Kと同様に比ど 2を

仮定する.事後に状況lが生起した時に情報システムQがメッセージek(k = 1，・を事前に

提供していた尤度zノlk(l = 1γ ・ k=lγ・.， K)を

1ノlk
k
 π

 

'
k
 p

 
(3.18) 

により定義しよう.また，情報システムnに対しでも尤度ρlk(l = 1γ ・ k= 1，"'，を定義

する.この時， Blackwellの定理20)に基づいてヲ 2つの情報システムn，nの間に以下の半膿序関

係を定義する15)

[定義] 矯報システムn，nの尤度行列の間に，

二二 Eノ (3.19) 

が成立する場合，構報システムQは情報システムロより円育報的 (informative)Jである.

ただし，v = {i;lk : l = 1γ ・ k=lγ・.， K}，v={νlk: l = 1γ ・ k= 1，・・は?それ

ぞれ(Lx (L x K)次元の尤度行列 ={Qkk:k=l，・・ k= 1，・は x 次

元の非負行列であり，(k， k)要素は情報システムQがメッセージ併を提供した時に?

Qがメッセージekを提供する確率を表す.ただし， ι1Qkk 1が成立する.式

記すれば次式のようになる.

システム

を要素表

K 

l)k = [)kQkk (3.20) 

式(3.19)が成立する場合，情報システムQの方が問ーの状況lに対してラそれぞれのメッセージが

していた尤度がより分散化される.情報システムQがメッセージekを提供した時にラ情報シ

ステムがメッセージ併を提供する確率Rkkは

《

LA山ιA叩

R
 

Qkksk 
(3.21) 

Qkksk 

と表される Rkkの定義よりεLRkk:1が成立することは明らかである この時，各情報シス

テムがメッセージを提供する確率pk?討の間に

K 

Rkkpkニ OK (3.22) 
k=l 
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が成立する.式(3.19)は任意の情報システムの関の半順序関係であり，これにより任意の情報シ

ステムを 1次元的に序列化できるわけではない.なお，L次元の無情報システムでは尤度行列Vo

の要素がすべて1ノlk 1/Lとなる.一方，完全情報システムの尤度行列uはkの番号をlと対応する

ように配置すればL次元の単位行列となり，完全情報システムより informativeな情報システムは

存在しない.

3.5.3 

いま，ある構報システムQと，それより informativeな任意の情報システムQを考える. 2つの

情報システムの尤度行列の間に式(3.19)が成立する.式 (3.20)が成立することに着臨すれば，

報システムQの方が情報システム合より同ーの状況lに対して，それぞれのメッセー

いた尤度がより分散される.言い換えれば，情報システム合の方が，事後の状況lの

して

して

よりより相関の高いメッセージを提供することになる.この意味で，情報シス

度の高い情報を提供する. ドライバーが事後の状況の生起に関してより いメッセージを

に受け取ることができれば， ドライパーはより合理的な経路選択ができる可能性があるよう

に思われる.以下では，このような予想が成立するかどうかを検討してみよう@

システムQの下で達成される開題N，A， Pの総庫生水準をそれぞれ同V，VA， と表す.ま

た，[2の下で、実現する総原生水準をVN， 、と表そう.伝統的な矯報の経済学では9 外生的なリ

スクの生起に関する情報の価値を議論しており，情報の提供は必ず正の価値を生むことが保証さ

れる15) しかし，ネットワーク均衡の場合， 2. ( 1 )で述べたように情報提供により新しいリス

クが内生的に生起するため，情報提供によりドライパーの総厚生水準が必ず改善するとは限らな

い.しかし，ゼ口収支変動料金を併用することにより， ドライパーの構成水準は必ず向上するこ

とが保証される.以上のことを命題としてとりまとめよう(付録参照)• 

[命題2]交通情報システムがより informativeになることが常にドライパーの総厚生水準を改善で

きるとは隈らない.しかし，走行時間関数が条件(3.2)，効用関数が条件(3.4)を満足する場合，

報システムがinformativeになれば，ゼロ収支変動料金を併用することによりドライパーの厚生水

準は必ず向上する.すなわち，ぬと VA，Vトとりが成立する.

この命題の前半部分が成立することは， 6.で数値事例により示すこととする.残念ながら，情報

精度の向上は必ずしもドライバーの総原生水準の増加をもたらすとは限らない.これは上述の期

待とは矛盾するものである.しかし，完全情報が提供された場合でも， ドライパーの合理的な経
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路選択の結果実現する等効用配分で達成されるドライバーの総厚生水準が総効用最大化配分で、達

成される総厚生水準に一致するとは限らない.このことを考えれば，以上の結論はそれほど不思

議なことではない.情報精度の向上はドライパーの経路選択における不確実性を軽減するが，依

然として個人の自由な経路選択が原因となって生じる外部不経済の問題は解決しない.効率的な

経路配分を実現するためには，混雑料金の導入が不可欠である.一方，命題の後半部は，変動料金

を併用することにより，構報精度の向上は必ずドライパーの総厚生水準を増加させることが保証

されることを主張している.なお，完全情報システム，無情報システムの場合も?ここで対象と

している情報システムの特殊な場合に相当することを考慮すれば，以上の命題は無構報システムラ

システムの場合にも成立する.まず、，

を比較しよう.無情報システムの場合，通知される状況により

ない.したがって， しない関定的な混雑料金と

(null される開題

とする.命題 2より，直ちに次の系が成立する.

の場合

ることはでき

いま，

1 ]ゼロ収支変動料金を併舟することにより，交通構報が不完全であってもドライバー

させることができる.すなわち>白川l仏どりNが成立する.

系lは，たとえ事前に通知される構報が不完全であっても，ゼロ収支変動料金を併用すれば必ず

れることを主張している.つぎに，ドライパー

供する ，メッセージの数と状況の数は一致しなければならない.交

状況l(l = 1，・・.，L)とl対 lに対応する. ドライ

においても生起するためヲ事前混雑料金と事後混雑料金を区別する必要がない.

Aと酪題Pの最適解は一致する.いま，

される問題N，A， Pの総}事生水準をそれぞ、れ とする.

下の系が導かれる.

L)) 

におい

2より甚ちに以

[系 2]完全情報の提供が常にドライパーの総厚生水準を改善できるとは眼らない.しかし，ゼロ

収支変動料金を併用すれば完全情報を提供することによりドライパーの厚生水準は必ず向上する.

すなわち，VAp~ VA，持p ども争が成立する.また，完全情報の下では問題Aと問題Pの交通量配

分は一致し，VAp =りpが成立する.

この系の最初の部分は完全構報を提供しでも総厚生水準が改善されない場合が生じうることを示
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している.完全惜報が提供された場合，ネットワーク上で等効用配分が成立する.等効用配分に

よりドライパーの総効用最大化配分が達成されるとは限らないことを考患すれば，完全情報を提

供しても総摩生水準が必ずしも最大化されるわけではないことは理解できよう.一方ヲ変動料金

を併用する場合ヲ完全情報を提供することによりドライパーの総厚生水準を最大化することがで

きる.前述したように，完全矯報が提供される場合，事後に通知される状況が必ず実現するため，

混雑料金は事前に通知される状況に応じて一意的に決定される.事前料金と事後料金は常に一致

し，実擦に生起した状況に対応して混雑料金を変化させる必要はない.

3.5.4 

ゼロ収支変動料金は混雑状態に応じて料金を変化させることによりドライバーの総摩生水準を

改善できるという非常に望ましい性質を持っている.

く誤差を含む可能性がある.このような不完全な構報に基づいて経路誘導を試みる場合には，

研究で提案したような事後料金を導入することにより， ドライパーの総厚生水準をパレート

することが可能となる.事後料金システムでは， ドライパーが経路選択する時点においては，状

況の生起状態に関する情報のみが通知され，混雑料金に関する情報は提示されない.

では，走行実績値と混雑料金の関係が示されるのみである.経路を走行した時点でドライパーは

実際に生起した状況を知ることとなるが，その状況と対応したような混雑料金がドライパー

知される.換言すれば，走行実績に応じて予め決められた混雑料金が課徴されることになる.そ

の際ヲ式(3.15)に示すように，より走行費用を要する状況が生起した場合ほ乙混雑料金はより

小さい額となる. ドライパーがある一定の期間に亙って道路利用を繰り返した後に，濃雑料金の

集計値がドライバーから徴収される. ドライバーは各交通構報の下で道路利用を繰り返すことに

より，実際に要する走行費用と事後に徴収される混雑料金の期待値に関して合理的な期待を形成

し経路選択を行うことになる.このような事後変動料金の有効性は， 2. (3)で述べたようにド

ライバーが道路利用を繰り返すことより事後の総費用(走行費用と混雑料金の総和)の期待健に

関する期待を形成をすることが前提となっている.したがって，事後変動料金は任意のドライパー

に対して常に効果を発揮するとは限らない.例えば「あるODを繰り返し利用するドライパーj

等，事後変動料金が利用可能なユーザーを眼定することが必要となろう.

伝統的な混雑料金では混雑時に料金が増加するため，その社会的受容性に問題があるとされて

きた.本研究で提案した事前変動料金においても，事前の期待効用を最大にする経路が，状況の
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-1 数髄計算事例

ケース 1 ケース 2

Cfニ1.0+ 0.6 X 10-3 x} Cf = 1.0十1.6X 10-3 x} 
C~ = 1.5十1.6X 10-3 x~ C~ = 1.5十0.6X 10-3 x~ 
イェ1.0十0.4X 10-3 x} Crニ1.0十0.4X 10-3 x} 
C~ = 1.5 + 0.1 x 10-3 x~ C~ = 1.5十0.1X 10-3 

生起が判明した事後においても最適な経路となるとは限らないという問題が生じる.特にヲ交通

管理者の予測の誤りが原因で，結果的に高い混雑料金を支払ったり，走行費舟が高い経路を選択

するような事態がたびたび生じる場合，そのような交通情報システムの社会的受容性は低くなる

と言わざるを得ない.それに対して，事後変動料金の場合には， ていた

ことが事後に判明し，予測より走行費用が増加した場合には混雑料金の減免措撞が講じられるこ

ととなる.これは混雑料金の社会的受容可能性という面で優れた性質であろう.なお，以上の議

論は間定的交通需要の下で，状況依存的混雑料金による経路誘導効果を分析したものであり，交

通需要そのものを管理することを目的とした伝統的なピーク時料金とはねらいが異なることを指

摘しておきたい.ピーク時，および非ピーク時の間での交通需要の分散化をめざした状況依存的

混雑料金に関する議論は本稿の域を越えており別の機会に発表したいと考える.ここでは，その

場合にはピーク時と非ピーク時では異なった混雑料金表が必要となり，ピーク時の混雑料金は相

対的に高くなることを指摘するにとどめておく.また，以上で述べた事項は，あくまでも単一O

Dペアと並行リンク型ネットワークを対象として証明されたものである.一殺のネットワークに

おいても同様の議論が成立するかどうかに関しては改めて分析する必要がある.したがって，以

上の命題は，本研究でとりあげたような開題設定の下で，ゼロ収支混雑料金を徴収することによ

りドライパーの厚生状態を従前の状態よりも改善することが可能であると述べているに過ぎない

ことを再度確認しておきたい.

3.6 

本研究で得られた 2つの命題は，本論文で対象とした問題設定の下では条件(3.2)を満足する任

意の走行時間関数，及び条件(3.4)を満足する任意の効用関数に対して成立しており，強い内容と

なっている.ここで，数値計算事例を示す主な目的は，命題 2に示したパラドクスが生じることを

示すとともに，それぞれの命題が意味するところを確認することにある.簡単のために，線形費用
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表-2:ネットワーク均禽(ケース 1) 

危険中立型

経路交通量 混雑料金
問題

状況経路 1 経路2 状況経路 l 経路2
厚生水準

1 2391.5 608.5 
N -629.5 

2 1927.3 1072.7 明 制

1 2265.0 735.0 1 -0.90 -1.16 
A 四 619.2

2 1492.0 1508.0 2 1.09 0.84 

1→ 1 時 0.90 明1.17
1 2265.0 735.0 

1→ 2 1.01 0.98 
P 国 619.2

2→ 1 開 0.99 叩1.02
2 1492.0 1508.0 

2→ 2 0.47 0.41 

危険回避型

l 2403.1 596.9 ー ー

N ω642.0 
2 2192.8 807.2 

1 2294.0 706.0 l -0.18 -0.41 
A 側 570.2

2 2133.0 867.0 2 0.25 0.18 

1 --l> 1 -0.29 -0.61 
l 2264.0 736.0 

1→ 2 0.16 0.49 
P -461.4 

2→ 1 0.15 -1.84 
2 1492.0 1508.0 

2→ 2 1.10 0.83 

注)混雑料金の状況k→ lの欄はメッセージ計を提示した時に状況lが生じたことを表している.

関数 c~(坊)= (1 +υjz?を考える.状況kの数は2，q1 = 0.5， q2ニ 0.5うが1= 0.9バ12_π21ニ

0.1，π22 = 0.9，交通需要M= 3000であるとし，各状況に応じて走行時間関数のパラメータは表-

1のように変動するとしよう.ケース lは，状況により限界走行費用υjが大きい経路が異なるよ

うなネットワークを想、定している.一方，ケース 2はいずれの状況が生起しでも経路 lの眼界走

行費用が常に経路2よりも大きくなる場合を想定している.まず， ドライパーの選好が危険中立

的，危険回避的な2つの場合を想定し，問題N，A， Pにおけるネットワーク均衡解を求めること

により，命題 1が成立することを確認してみよう.まず，ケース 1に着目する.危険中立型効用

関数U(y)= -O.lyを想定した場合のネットワーク均衡を表-2に示している.命題 lに示すよう

に，問題Pと問題Aにおけるドライパーの厚生水準は一致し，各ネットワーク均衡におけるドラ

イパーの厚生水準の聞にはvjフ =VA > VNの関係が成立している.一方，表-2には，危険回避的

効用関数U(y)= -exp( -r(s y))を用いた計算結果を示している.γは危険回避度を表わすパラ

メータである.計算ではs= 3，γ=2とした.本ケースではL争>VA>同vが成立している.また，
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-+- N一合一 P 

慣報精度と厚生水準(ケース 1) 

は，事前変動料金?あるいは事後変動料金を用いるかによか，

ワーク均衡のパターンが得られることになる.つぎに，情報精度がネットワーク

たネット

ぼす影

-1は，

?方22が陣

どのように

を分析してみよう.ここでは， 2 つ ットワーク

ケース lのネットワークをとりあげ，メッセージ計の下で、状況lが生起する

うに変化(矯報精度が向上)した場合に， ドライ

変化するかを示している.π11= 0.5，作22= 0.5 

.いずれのネットワーク均機においても 9

ドライパーの贈生水準は増加していることがわかる.中でも，

されている.

ほど改善されない.このことより，

要があることが理解できる.

されない場合，

いる

には，

な{曜を示していることが特徴的である.また，

変動料金と事後変動料金を用いた場合の配分結果は一致しヲ ドライ

= 1.0の場

により

ドライパーの

にもドライパーの

された場合，

しくなる@

一方， ケース 2は経路 lの限界走行費照が状況によらず常に経路2より大きい場合を想定してい

る.また，危険中立的効用関数を用いている. ~章一 2 には本ケースにおける情報精度と厚生水準

の関係を示している.命題 lに示すように?危険中立型効用関数を用いた場合，情報精度によら

ず問題Aと開題Pの配分結果は一致する.本ケースのように，交通情報の精度の向上により限界
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菌-2 :情報精度 (ケース 2)

の大きい道路 されることになれば， としてドライ

によりドライ準は悪化する.しかし，本ケースの場合にも，

加することが保証される.本ケースの場合，経路 1

きいため，状況の知何に関わらず経路 1

に関わらず経路 lの利用を抑制し

てもドライ 1の場合ほどに

ける

状況依存的混雑料金がドライパーの経路選択

おいて走行実績に基づいて課徴されるかによっ

状況依存的な混雑料金の課徴のタイミン

に経路2

る.

させる.したがって，

しない結果となっている.

化した.その結果，交通情報に不完全性が存在する場合， によりネットワーク

し

した.

し?

の効率性をもっとも改善できることを示した.さらに， させることにより

ドライパーの厚生状態を改善できることを明らかにした.もちろん9 以上の命題は本研究でとり

あげたような単純なネットワークにおいて成立する事項であり，多くの研究課題が今後に残され

ている.第 lに，本研究では 10D.並行リンク型ネットワークにおける圏定需要型静的均衡モ

デルという極めて単純化かつ眼定的な設定での状況依存的混雑料金に関する議論にとどまってい
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ることがあげられる.今後はOD交通量の変動も含めた一般ネットワークでの均衡モデルによる

解析が必要である.第2に，本研究では同質なドライパーに対する状況依存的混雑料金設計問題

をとりあげているが，太田等9)のように異質な選好を有するドライバーが混在する場合の状況依

存的混雑料金に関する議論も必要となろう.第 3に，本研究では外生的に与えられた不確実性の

みをとりあげている.不確実性のメカニズムも極めて簡略化されたものとなっている.もちろん，

料金制度の効率性比較に関する理論的研究という目的のためには，本研究で採用した仮定は正当

化しうる.しかし，今後実用的な混雑料金の設定問題を議論するためには， ドライパーの私的な

矯報による経路選択の変動，経路交通量や内々交通の変動といったリスクを明示的に考惑する必

要がある.このような不完備な情報下での混雑料金の設定問題にアフローチするためには?合理

的期待均衡モデル21)を用いるのが効果的であろう.第4に，リアルタイムの交通制御を行なうた

めには，混雑料金も 1)アルタイムに変化させる必要がある22) この場合，現在のドライパーの経

路選択が将来のドライパーの経路選択に影響を及ぼす.この種の動学的外部不経済性23)の克臓が

今後に残された大きな研究課題になっている.最後に，混雑料金のスキームとしては，本研究で

とりあげた料金システム以外にも多様な方法が考えられる.今後，代替的な混雑料金スキームに

関する研究を蓄積していくことが必要である.

E 

最適経路配分zfo，最適事前料金7foに対して新料金Tf*:γfO十 L?を

定義する.均繍条件(3.7b) るためには40>むとなる任意の経路においてd:LK#0

が成立しなければならない.ゼロ収支制約より2五1pkιk= 0が必要の不等式15)より

2:k=1PkUko =εk=1 pkEk[U(C~(X~O) 十 γiko )] と εk=1pk Ek[U(c~(球。)+7fO 十 t-k )]. 新料金は黒生

水準を低下させる.等号は危険中立型の場合のみ.事後変動料金の一憲性:新料金子fl*:ァf100十ι?t

を定義する.均衡条件 (3.14) より t-~l = t-i-0 (一定)が成立.ゼロ収支制約 るためt-=O

が成立.危険中立 (uflfが一定)の場合，状況間の効用水準を均衡化させる均衡条件(3.14)が機

能しない.危険中立型効用関数u= α(c~(x~) +γ戸)十Pを考える.この時，む立1pkt-
k 0となる

新料金子f*zγfOO十 LKを用いた時の均衡効用水準をuk**とすれば，2:五1pkU
k
** =ε立1pkU

koo 

が成立.したがって，異なる料金体系の下で、同一の効用水準が達成される.

命題 1: ネットワーク均衡解Nは問題Aの実行可能解である.したがって，VAとVNは自明.問

題Pにおいて制約条件7fl=寸を付加すれば問題Aを得る.故に， t伝と%を得る.危険中立的効用
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関数u=α(cHxf)+γikl) +グの場合， Tf

2:ι1πklα (c~(xf) +ァik)+βが常に成立.

5ごた1HI7fl と定義すれば，2:ιlπklα (c~(イ)+ァikl)+グニ

したがって，制約条件すlニァfは自動的に成立しりニね

となる.

2: 九三ぬを示す.情報システムQの下でのネットワーク均衡問題(以下ラ問題Qと呼

ぶ) の下での任意の実行可能解に対して，それより総摩生水準が大きくなるような実行可能解

を問題合において構成できることを示す.問題。において [u (c~ (frf)十寸)]ェが成立する

行可能解2??寸 目する.少なくとも lつのkに対して持>0が成立するよう

をBと 式(3.18)，(3.20)より pkJr
kl εζ18k分匂kkを得る この時?任意のiモ におい

て， Jensenの不等式より =εLpkzLπklU(C~(xf) 十寸)ニ

合klQkk U ( c~ ( Xf)十寸)三 sk合klU(2:五1
Qkk{ C~(寸)十子ik }) :s 

U(c~(特) +寸) ε 討が[U(仰 f)+寸!が成立する.ただし，寸ニ

いま，

合計

Qkk寸である. ここで，以下の方程式体系を考えよう.

[u( c~(xf) 什?十話)] = U
k 

K 

。%?(ヂ:+ (f) = 0 

L二 1iEB 

K K 

i εB  

乞山ヱ fが[U(c~(寸)十寸l
k二 1

Bに まれる経路の数をfと表す. この方程式体系において

十題の変数が含まれる. (3.23a)が

のと??

戸k

~k 
. .一う .'/， 

(3.23a) 

(3.23b) 

(3.23c) 

ムた
のU の

(3.23c)が1個の合計 +2個存在する. >2の仮定より? において変数の数

が式の数を下回ることはない. したがって， 上述の方程式体系を満足するようなふ

る. ただし， K> 2の場合にはこれら変数の値は一意には決まらない.以上の解は開題合におい

て集合Bに含まれない経路に してzf:Oと制約をおいた開題の実行可能解である.この制約を

ム k
除去したもとの問題。には少なくともU と効用水準が等しいか， もしくは大きくなる実行可能解

が存在する.すなわち，問題。の実行可能解より総厚生水準が大きくなるような問題。の実行可能

解(£??の(iεβ?LzL J)を常に構成できる ただし，ザェテ?ペ?で、ある

VA:S VAが成立.同様の方法でLイP:S vjコを示すことができる.証明は省略する.
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4 

航空機，新幹線，長距離パス等をはじめとして多くの交通機関では9 供給される座席数に制約

がある場合が少なくない.劇場，コンサートホール，駐車場等の公共施設においても，サービス

供給量に容量制約が存在する.需要最の変動にサービスの供給量を迅速に対応させること

な市場ではサー

バランス

ビスの価格は圏定さじる.またラ

ような価格メカニズムは機能しない.サービスに対し

してサービス提供を割り当てる物理的なメカニズムにより

た

さ
し

れる1)

り当てメカニズムでは9

される.

にはサービスの申し込み願

にサービスを割り当てるという

り当て

をる

ることにより

って，申し込みの平

となる.サービスの予約システム

日におけるサービス利用の権利を割り当てるシステムであ

に対しでも予約制度が検討されるなど，効率

として予約システムの発展が期待されている.

々の家計のニーズの違いに関する情報を持ち得ない.予約シス

ビスに対するニーズがより高い家計ほど，より確実にサービス

い時期にサービスの予約を試みようとするだろう@すなわち，

る@

ピス

テム

するために，できる

タイミングを選択することによってラ自己のサービスに対するニーズの違いを自

分自身で表明することとなる@このような自己選抜 (self四 selection)メカニズム2)を利用すれば歩よ

りニーズの高い家計に優先的にサービスを割り当てることが可能となる.その結果歩より

の高いサービスの割り当てが可能となる.

本研究では，需要の不確実性が存在する下での家計のサービスの予約行動をモデル化する.な

お?本研究では家計の予約行動にのみ焦点をあて?企業行動はとりあげない。企業行動も同時に

したような市場均衡分析に関しては，今後の課題としたい.以下， 4.2 

的な考え方を説明する.4.3節では，家計のサービス予約行動をモデル化する.4.4雛では，サー

ビスの購入に成功する確率(以下，購入可能確率と呼ぶ)が内生的に決定されるメカニズムを合

理的期待均衡モデルにより表現する.4.5舗では，数値計算事例を通じて，個人の予約行動に関

して考察する.
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本醗究の基本的な者え方

4.2.1 従来の研究の概要

交通サーどスの最適な予約メカニズム，チケットの事前購入割引制度等に関しては?オペレー

ションズ@リサーチの分野において研究が蓄積されてきた.なかでも，航空会社の最適なオーバー

ブッキング問題，事前割引問題に関しては多くの研究者の関心を呼んでおり，急速に研究が進展

しつつある分野となっている3)-6) これらの研究は，いずれも企業利潤，あるいは社会的摩生を

にするような事前予約@購入システムを考察したものである.しかし，

生的に与えられており，家計の予約行動と企業行動の相互関係を明示的

的な枠組みを持っていない.一方，経済学の分野ではラ予約@

会的厚生に及ぼす影響に関して研究が蓄積している.交通サービスのよう

る場合，価格メカニズムよりもサービスの割り当てメカニズムが有効な場合が少なくない@この

ような観点か弘需要の不確実性下における最適な価格システム7)8)ラ

サービスの割り当てメカニズム9)10)に関して研究が蓄積された.

としたものであるが，最近では寡出市場を対象として事前割引制度に

する研究が進展しつつある11)12) しかし，これらの研究ではサー

を与件としており，客の予約行動に関する行動論的な基礎を有していないという

のような方法論は政策の効果の定性的分析には有効である.しかし，

予約数の定量的予測を行うためには，客の予約行動を明示的にモデル化す

における に関し

る.事前購入を伴う予約行動の lつの特徴は，一度チケット

するために費用を要するという部分的な不可逆性が存在することである.

る.

ける

を対象

る.こ

をキャンセル

にこのよ

うな不可逆性が存在する場合，意思決定を遅らせる(予約しない)ことによる便益が発生する.こ

のような意思決定の保留行動に関しては， Arrow and Fisher13)， Henry14)らが先鞭をつけた@そ

の後，将来時点における選択の自由度を保証するような選択肢が有する情報価値に関する研究が

進展し，不確実な環境下における意思決定の最適保留行動に関して多側面から分析がなされてい

る15)-19) 予約行動のもう 1つの特徴は，意思決定を留保することによりサービス購入が不可能

となるリスクが存在することである.このようなリスクが存在するため サービスに対する効用

が大きい客ほど，予めサービス消費を予約する可能性が大きくなる.すなわち，不確実性下にお
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ける予約行動をモデル化するためには，意思決定を留保することにより生じる情報価値の便益と

サービス購入の失敗に対するリスク回避の価値を開時に考慮、したような意思決定モデルを定式化

する必要がある.本研究では，情報価値とリスク田避価値を同時に考惑に入れたような予約行動

モデルを定式化することを目的としている.筆者らの知る眠り，このような考え方に基づいて予

約行動にアプローチした事例は見あたらない.

4.2.2 

2つの時点を考える. 1つはサービスを消費する

におけるサービスの消費を事前に予約する時点

ヲいま lつ

ある lつの時点だけ ょう@当然のこと

さ

れている

における

じるであろう 2

る.すなわちヲ

いは顎り切れて)おり?サービス

とする当事者が有する需要側のリスクである.

1)スクである. 1つはラ

時点でサービスがすで

る.いま lつ

においては，

ら利用時点ま

をもたら

る家計

されていない.

えているサーピス消費行動よりもさらに大き

ある.こ にはラせっかく行った予約をキャンセルしなければならない@

られるケースもあるだろう.このように 9 家計は供給側@

ャンセ)v料の支

リスクの双方

どうかをしながらヲ いて利用時点におけるサービス

4.2.3 と融

家計のサービスに対する選好に異質性があり サービスに対する効用が盟 1に示すよう

率分布していると考えよう.一般に，家計のサービスに対する効用水準は私的博報であり，サー

ビス供給者はその値を知ることができない.家計とサービス供給者の間には情報の非対称性が存

在する.いまラ予約システムが存在せず，サービスが供給される直前にサービス

される場合を考える.効用水準がりAの水準以上の家計がサービス購入を希望し，
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VA U V 

E喜一 1自 メカニズム

を超過する したとしよう.サービ、ス供給者は家計の効用水準を知ることができず〉

にランダムにサービスが割り当てられる.一方，予約シス

る，家計のサービスに対する効鹿水準が低い場合には?

さ

り

を

い思!Jの行動計画が現れヲ予約をキャンセルする可能性がある.したがって?サーピスに対する効

い家計だけがサービス消費を予約するだろう.臨-1に示すように，ある臨界的な効用水

し，この効用水準より高い効用を持つ者だけが予約すると考えよう.予約システム

入により，より大きな効用を持つ家計にサービス購入の機会が割り当てられることになる.その

結果，棺対的に大きな効用を持つ家計は，より確実にサービスを購入できるようになる.家計が

予約するということはJその家計が相対的に大きな効用水準を存しているJという私的情報を表

していることに他ならない.このように岳分自身の私的情報を行動を通じて表明するようなメ

カニズムを自己選抜 (self-selection)メカニズム2)20)と呼ぶ.予約システムは，家計の予約行動を

じて，サービスに対する効用の大きい家計を優先的にサービスに割り当てる自己選抜メカニズ

ムに他ならない.その結果，サービスのより効率的な割り当てを実現することが可能となる.

研究では， 1) 予約システムの導入により， ~喜一 1 に示すような家計の自己選抜メカニズムが機

能することを示す.さらに， 2) 臨界的な効用水準むが決定されるメカニズムを記述する.
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4.2.4 予約行動とリスク配分

予約システムは，事前にサービスの利用権をチケットとして購入することが義務づけられてい

るかどうかにより 2つのタイフに分類できる.利用権の購入が義務づけられている場合，サービ

スの購入をとりやめる場合には予約の解消行動が必ず必要とされる.通常，予約をキャンセルす

る場合，キャンセル料(あるいは，手数料)が徴収される.この場合，将来時点においてサービ

スを利用するか否かに付随して生じる需要リスクは家計が一部負担することになる.キャンセル

に伴う需要変動のリスクは，キャンセル料によって一部家計が負担するもののヲサービス供給者

もリスク負担を行うことになる.一方，利用権の事前購入が義務づけられず，予約のキャンセル

を無料でできる場合も少なくない.この場合には，将来時点の需要1)スクを供給者側が負担する

ことになる.このようにキャンセル料は家計と企業の間でリスク分担をする役割を果たしている.

本研究では，このようなサービス供給者と家計の間のリスク分担のルールが家計の予約行動に及

ぼす行動を分析しうる予約行動モデルを提案する.なお，望ましいサービスの価格やキャンセル料

を分析するためには，サービス企業の行動を含めた市場均衡モデルの開発が必要となる. 1. で

も言及したように，市場均衡分析に関しては将来の課題としたい.

4.3.1 

開質的なサービスが提供されている独自的市場を考えよう.本研究では家計によるサービス予

約行動の分析に焦点を絞るため，サービス供給量やサービス価格は短期的に圏定されていると仮

定する.このようなサービス市場としては，座席予約が必要な交通サービスを提供している航空

路線，長距離パス路線などの交通市場，あるいは各種の公共サービス市場，コンサート等の芸術@

文化市場が該当する.個々の家計は当該のサービスに対して異質な選好を有している.家計は 1) 

予約を行う時点(t=O)，2)利用する直前の時点(t 1)という 2つの離散的な時点で，サービス

の利用権(チケット〉を購入することができる.本研究では，家計は予約時点でサービスの利用

権をチケットとして事前購入することが義務づけられていると考える.事前に購入したチケット

はキャンセル可能であるが，キャンセル料を必要とする.もちろん，ホテル予約等のように事前

にチケットを購入することが義務づけられていない場合も多い.この場合は，事前に購入したチ

ケットを無料でキャンセルすることができると考えればいい.以下，議論をわかりやすくするた

めに「事前に(時点t=むにおいて)チケットを購入するJという表現を用いるが9 これは「サー
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キャンセル

t-O t==l 

-2 モデルの動的構造

ビスを予約するJことと同じ意味を持っていることを断っておく.いま?予約時点(t 0)でサー

ビスを予約すべきかどうかを検討している家計を考えよう.家計は時点t 0においてヲ将来時

点t=lにおけるサービスに対する効用を確定的に把握することができない.利用時点において，

サービスに対する効用が機会費用より低下すれば，予約をキャンセルすることとなる.この場合，

家計はキャンセル料を負担しなければならない.また，サービスに対する総需要はサービスの供

給容量を超過することはできない.予約時点tニ Gにおいては，利用時点t=lにおいてチケット

を確実に購入できるかどうかは判らない.家計はこのようなサービスに対する効用

率に関する不確実性を考癒しながら，チケットの購入時期を決定すると考える.

4.3.2 

家計の意思決定に関わる論理的な願序関係を圏一 2に示すようにモデル化しよう@前述したよ

うに，時間軸上に離散的な 2つの時点 (tニ 0，1)を設定する. 2つの時点を通じて家計数Nは一

定である.予約時点tニ Oでは，家計全員に対して予約機会が与えられる.予約希望者は，市場

チャンネル機関(予約機関)に予約の希望を同時に申し込む.予約希望者数がサービスの供給数

より少ない場合，予約希望者全員にチケット購入の権利が割り当てられる.希望者数が供給数を

超過した場合， IくじJによりランダムにチケット購入の権利が予約希望者に割り当てられる.
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約に成功した家計は，その時点でチケットの価格を支払わなければいけない.予約をした家計の

中でチケットをキャンセルする家計は 2回目の購入割り当てが行われる直前に予約をキャンセ

ルすることができる.予約をキャンセルした場合，時点t= 1でチケットの払い戻しが行われる.

サービスが供給される誼前に時点に利用可能なチケットが(キャンセルされたチケットを含めて)

残っていれば，もう一度潜在的家計にチケットの購入機会が与えられる.直前の時点の割り当て

が終了すれば，盈ちにサーゼスが家計に供給されることになる.

4.3.3 

家計のサービス消費に対する効用を線形効用関数

u v-cー ω

を用いて表す.ここに vは当該のサービスを消費することにより得ら

る費用(チケットの価格)である.ωはチケットの購入

と呼ぶ)である.線形効用関数(4.1)は金銭タームで表現されている.

ピス

によって得られる

るためには，

ればならない.い

おいては，

ことも可能である.

ピス

(4.1) 

C ピス

うこと

るサービス

より大きくなけ

つ.こ

しない

しよう.すなわち，

れて 9 におけ

はゼ口 (ε=0)である.しかし，時間が進むにつ

されてくる.それによって，利態時点における

保効用εが変化する.いま，時点t=lまで進み?

いて，サービス消費により獲得でき

したとしよう@この時点にお

りも大きければ実擦にそのサービス

し，一方，小さければサービス消費をとりやめようとする誘留が生じるだろう@このよう

前予約の時点では，利用時点におけるサービス消費行動の有無を確定的には把握できない.

効用εが民間 [0，∞)で定義される確率変数でありラ分布関数G(ε)(密度関数g(ε))に従って分布す

ると考えよう.なお，以下では家計の効用叶ま時点を通じて一定値をとると仮定するが，この仮定

は本質的ではない.線形効用関数(4.1)の場合，効用値と留保効用の問の相対的な格差のみが意味

を持つ.効用備が変動すると考えてもモデルの本質的な構造は変化しない.そこで，以下では留

保効用の変動は効用値の変動も同時に表現していると解釈する.
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4.3.4 家計行動の定式化

予約時点において，家計は現時点t= 0，および将来の利用時点tニ lにおいて，どの程度確

にチケットを購入できるかを想定する.家計が主観的に想定する「チケットの購入に成功する

と呼ぶ)JをPt(1 :::三角三 Plどめと表そう.以下，変数Ptは家計の

している.のちに?実際に市場で実現している客観的な購入可能確惑をPtと

表すが，主観的確率ぬと客観確率仰を区別するために異なる変数で表現している@

は家計の購入行動の結果として市場で内生的に決定されるが9 ひとまヲザ符ζ考えd:つ@ナケツ

確率(以下，

トの錨格を Cとする.予約をキャンセルする場合，キャンセル料金αc

a (0:::;臼:::;1)はキャンセルに伴うペナルティ率である.

t=Oにおいて家計は9 その時点において判明してい

となる.

るJか しないj の2通り

EV 

b 

し

t るカ久ここ
、ず

」四

とに b されること しておく@ t における

る EV> 

く

と表現できる. たラ t 。で 協r~'1，

W ニ

4.3.5 

サービス購入を予約する に獲得できる

つ を持つためには，v > c十 ωを満足する必要がある.以下ではラこ

さ

くとも

れる

としては， 1) 

しを受

場合を考えよう. t=Oで予約した場合， t 1で起こりう

をキャンセルしラチケットしたチケットの権利

けるか，のいずれかで、ある.

るか， 2) 

においては，チケット

t = 1においてりの効用

に支払っており，その

t 1でキャまま権利を行使する場合には9

ンセルする場合にはキャンセル料αc 費用ωを差し引いたチケット代金c-acωが還付さ

れる.利用時点において， BIJの行動を行った時に得られる留保効用がgに確定したとしよう.した
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がって，予約をキャンセルすることにより得られる効用はE+C-αc一ωとなる.当該の家計は利

用時点において，サービスを消費することにより得られる効用uが予約をキャンセルして別の行

動を行う効用E十 Cー αc一ωよりも大きい隈り，当該のサービスを消費するだろう.この時，家計

行動は

サービスを消費する V>E  十 Cー αC-ωの時 i
> (4.4) 

キャンセルする U く E+Cー αC-ωの時 j

と表現できる.したがって，サービス消費を予約した場合にラ利居時点で獲得できる効用水準同

は

vi = max{む，E十 Cー αCω}

と定義できる.時点tニ Gにおいては， tニ 1の留保効用ぎを確定的

い.時点t=Oにおいて，留保効用εは確率密度関数g(ε)に従う確率変数である@

約した場合，利用時点t二二 1で得られる効用の期待値E[巧]の時点tニ 1におけ

E[Vi]ニ E[max{v，ε十 C一αc…ω}]

rs r∞ 
= I vg(ε)dε十 I(ε十 C一 αCω)g(ε)dε

JO Js 

(4.5) 

ることはできな

t=むで予

= sG(s) + Iεg(ε)dε+C一αC-ω(4.6 )
Js 

と表すことができる.ただし，s v-C十 αc十ω，G(β) ft g(ε)dεである.sはサービスに対

する効用がりの時に，家計が産前に予約をキャンセルすることとなる

を意味している.v Cω どOが成立することよりβ三0が必ず成立する.

εに関する期待値操作を表す.家計が予約することにより獲得できる

待効用E[陥!は

も!ここ 8E[Vi] -C 

と表せる. 8は利用時点t 1における価値を予約時点t=Oにおける

引率を表す.チケット はtニ Gの時点で支払われるため，チケット

E[.]は確率変数

t=O した期

(4.7) 

り引くため割

は寄せりヲi

かれない.予約時点において，必ずしも確実にチケットを購入できるかどうか判らない@そこで，

予約時点t= 0で予約すべきかどうかを決定する局面を考えよう.予約時点における購入可能確

率を向とすれば，予約することにより得られる期待効用EVは

EV = PO{ 8E[V1] - c}一ω (4.8) 

と表すことができる.ここに， ωは予約を行うための取引費用である.
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4.3.6 予約しなかった場合

時点t=Oで予約しなかった場合を考えよう.利用時点では留保効用がEに確定している.この

時点で， 1)そのまま購入しないか， 2)購入するかの 2通りの選択が可能で、ある.チケットを

購入しなかった場合には留保効用Eを獲得する.一方，チケットを購入した場合にはり -cー ωの

効用を得る.しかし，チケットが常に購入可能なわけではない.チケットの購入を試みた時点で，

他の活動を行う可能性は排除されると考えよう.したがって，チケットの購入を試みたもの

入できなかった場合には留保効用。のみが獲得できると考える.家計の選択結果としてラ 1 )チ

ケットを購入できた， 2)チケットを購入しようとしたが購入で、きなかった， 3)チケット

入しなかった，という 3通りの結果が可能である.それぞれの場合，家計は以下のような効用を

獲得することができる.

v-cー ω チケットを購入でき

一ω チケットを購入できなかっ (4.9) 

否 チケットを購入しなかった時

ただし， ωは取引費用である.チケットの購入が可能となる確率を仇とすれば?チケット

試みることにより得られる期待効用は白い-c)-ωとなる.したがって，

家計のチケット購入行動は

購入を試みる仇(v-c)一ωど否の時 i
しない (v -c)一ωくぎの時 j

される.予約時点tニ Gの段階では利用時点tニ lで実現する

きない.予約時点ではεは確率密度関数g(ε)に従う確率変数である@

かった場合の期待効用仏は

U1= 臨 aX{Pl(V-c)一ω?

t 1における

t=Oにおいて予約しな

と表すことができる.家計がチケット購入のインセンティブを持つためには少なくとも仇 ω三

0が成立しなければならない.この条件を満足する場合を考えよう.時点tニ Oで予約しなかった

場合の期待効用を時点t= 1で評価した期待値E[U1]は

E[Ul] = E[max{Pl(v -c)-ω?ε}] 

= 10
1γ 

γrygば作(ヤ榊ε

:州)+ 1'''' og(ε)dε 
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となる.ここにラ γニ Pl(v -c)一ωは，サービス消費により獲得できる効用がりの時に，利用時点で

チケットを購入しなくなるような臨界的な留保効用(最小値)を意味している.Pl(υ-c)一ωとG

が成立する場合，式(4.12)においてγ2::0が成立するの場合と両様の考え方により，予約し

なかった場合の期待効用 EUは

o{似 (γ)十 eg(ε)d， (4.13) 

される.

4生.3.7

かどうかは式により決定できる.

る.効嬬水準りが異なることにより，

ょっ

=1 

うに変

ビスの

ピ

いて家計がチケッ

〉…ω

4

b

 

一

を

pν 引

U でなければならない • v 

ピス

c-ω く Gが成立する

、、47ν ス

ト

ばならない.γ どGが成立する

しよう@時点t むで予約し

にはぬい-c)-ω三o(すなわち， γどが成立しなけれ

ラv cー ωどOも成立する@そこで， γと9が成立すると仮

t 1で予約をキャンセルする臨界的な器保効患は

t = 1における留保効用がFより大きくなれは予約をキヤ

るための

り大きくなればチケット

β二二 v c十 αc+ω

ンセjしする.

はγ-c) 

を諦める.いま，

される e t 1 

s-γ(1 )(υ-c) +αc+2ω三G

が成立することより ß~三 γが成立する. に以下の性質が成立する.り，

1 γとGが成立すると仮定する.この時， γの間に次式が成立する.

Fとγ (4.15a) 

(4.15b) >0 

(4.15b)にお る.1の時
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( 4.15a)はラ事前に予約した場合の方が，サービス消費を取りやめるための臨界的な留保効用が

大きくなることを意味している.すなわち，直前にサービス消費をとりやめるにはより多くの抵

抗が働くことになる.式(4.14)の右辺第 1項は，直前に予約しようとしたが，予約で、きなかった

ことにより生じる効用の損失を表しており，事前に予約したことにより防げた効用の損失と解釈

できる.第2項はキャンセル料を，

約した家計が，最終的にサービス

さを表している.

セルすることに対する

3項は取引費用を表している.すなわちラ s-

る(予約をキャンセルする)ため

(4.15b)はサービスに対する効用りが大きいほど 9

(s-'Y)が大きくなることを意味している.

ャン

いま.Plく Iであり， に関して臼Cニ 0，ω二ご。

しない@かつ， りヲiょう.こ てもサンクする

としよう@こ

参照).すなわち，

U 

る

リ

す

は
している.

じて，常に

ち

り

γ v cω どG

ち，チケットの購入が常に可能である場合，顧客はチケット
、F
'-

している.ここに 9 る@

く ac= うω=O. 8 1 ット

ット :刊二二 l

わない@

2 る@

と

ことになる.いま?

はサービス υ になっていることに着自しよう.ここで，

参照). 

3 γと0が成立する る.この時ヲ る.

= 8ToG(β)とG

3F z 6hG(γ)とO

(4.16a) 

(4.16b) 
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= 8(poG(β) -Pl G(γ))どO (4.16c) 

時

時
の
の

-
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N
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一
一
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n
d

印
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m

い
回
一
一
割

司

ι

U

l

i

u

(4.16d) 

( 4.16e) 

ただし， c = -(po -8pl)C -(1 -8)ω くOである.

(4.16a)，(4.16b)はともにサービスに対する効用水準りが増加すればヲ

することを表している.さらに，性質よりサービスに対する効用が大きく

待効用EVとEUの格差は単調に増加することを意味している.

の購入可能確率が時点t= 1の購入可能確率より大きいならばサービスに対す

きくなると必ず事前予約を行い，両期の購入可能確率が等しいときにはサービス

大きくなっても予約を見送ることを意味する.性質 (4.16e)より，サービス

合，予約時点において家計は必ず予約を見送ることが判る.期待効用

も増加

期

t 0 

に大

カt

がむの場

質(4.16c)と性質(4.16d)，(4.16e)より，

界的な効用水準(以下，

下の命題が成立する.

> V1の時に しくなるような臨EVと

と呼ぶ)むがただ lつ存在すること れる@ここに以

po> なら が成立するような臨界予約効用むがただ l しヲ v>むの場合

vくむの場合には予約を見送る.

ビスに対する効用水準が臨界予約効用より大きい家計だけが， ビスの

予約を行うことを主張している.家計は予約行動を通じて自

することになる.すなわち，予約システムは2.(2)で述べた自

水準という私的'情報

カニズムが機能を省して

おり，サービス供給者は予約システムを通じて，サービスに対してより効用の大きい家計にサー

ピス り当てることが可能となる.

4.3.8 

以上では，家計のサービスに対する効用りが確定的に与えられていること として議論

進めた.しかし，家計のサービスに対する効用は利用時点によって多様に変動するだろう.いま，

ある家計の現在から将来に及ぶ行動計画を表すタイムテーブルに着目しよう.現時点における行

動計画はかなり明確に決まっているが，将来時点の行動計画は未定の部分がかなりある.この家

計は着目しているサービスの消費をすべての時点で行うわけではない.この家計のタイムテーブ
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ルの中から，ある利用時点が偶然に選ばれ，その利用時点よりもある一定の期間先だ、った予約時

点に利用時点におけるサービス消費を予約するかどうかを意思決定することになる.

いま，ある家計の利用時点における当該のサービスに対する効用りがある分布関数F(υ)に従っ

て分布していると考える.予約時点までに，利用時点における当該のサービスに対する効用りが

区間(一∞?∞)で定義された分布関数F(v)(確率密度関数f(v))に従う確率分布の中からランダ

ムに選ばれると考えよう.この時，ある家計が予約時点t 0において，利用時点t 1における

サービス消費を予約する確率(以下，予約確率と呼ぶ)πは

π= Prob{EV(υ)とEU(υ)}

πZ 三百}ニ 1-F(む) (4.18) 

される. である.ここで， を加法効用モデル

りニ♂十C

で表そう.ここに v*は確定効用項ラぐは確率効用環である.たとえば， (は平均Oの分散σ2

規分布N(O，σ2)に従う確率効用項と仮定すれば，予約確率モデルは 2項プロピットモデル

π(♂)ニ 叫(五}d( (4.20) 

で表現できる.予約確率モデルも通常の 2項離散選択モデルを用いて定式化できる.しかし，こ

こで留意すべきことは臨界予約効期計ま家計効用の特性を表現するパラメータ(定数項)ではなに

家計行動により決定される内生変数である点である.すなわち，vはEV(v)= EU(めが成立する

ようなむとして求まる.期待効用を明示的に計算するためには，家計の主観的期待Po，めを求める

必要がある.主観的期待は，家計が置かれている意思決定環境や料金，キャンセル料金によって

影響を受ける.したがって，予約確率モデルを政策分析に用いるためには，家計の主観的期待が

形成されるメカニズムをモデル化しなければならない.本研究の以下では，家計の主観的期待を

市場における合理的期待均衡としてモデル化する方法を提案することとする.
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4.4.王

以上の議論では9 家計が考えるチケットの購入可能確率に関する主観的期待PO，を与件と考え

ていた.家計の購入可能確率に関する主観的期待は家計自らが形成したものである.家計は予約

環境が変化すれば家計は経験を通じて告ら

させるために

を修正していくだろうー

をモデル化する必要がある@

る21) ここで，

ょう.このよう

と呼ぶこととする@

い口、ラ

してみよう@いま 9

している

じである

デル21)を明示的に考惑しヲ

る必要がある.しかし

習モデルを用いたアブローチはとりあげない.

当該のサービスに対する家計i(i 1γ ・ ω別府 Vi

るが9 予約時点t=Oまでに当該サービスに対する効用水準向

叫)

自的としており?

約しないj という をuと h
y
 

φ
誠
げ予

は

る

い

み

つ

う

る

試

従

よ

あ

を

に

j

約

る

予
でnu 一一屈となる
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を17，0，利用時点tニ lにおける購入希望者数を口1，時点t=Oで予約したが，利用時点

まで、に予約をキャンセルする家計数をmと表そう@またヲ予約時点で予約を試みたが予約に成功

しなかった家計は，時点tニ lにおいてサービスの購入を試みないと仮定しよう.サービスに供

給制約があるためラ予約希望者がすべて予約に成功するわけではない.そこで 9

にサービスの予約に成功した家計数をno'利用時点においてチケットを購入し

る.潜在的な家計総数をNラサービスの供給量をQとおく.定義より，これら

す

は
と

に

N 三日0+口1と0，

qとηo+口;-mとG

Q?:.口目三 O

目。とと mと0，口1之口?と O

t 0においてQ三口oなら Qく向。

しユ ける

自フィルロ0，17，1， も毘々

ことになる.そこでヲ

ピスπ (i = 1，・・・

は2

る.こ

る.N→∞のときに ソ る.

この t=O にな

N 

ニ事 P(no)

となる@したがって，

町二Q

t二二 Gにおいて?サービス

J P(no) 
ηo) = ~ ( 4.25) 

時となる確率P(no)は

の時口5く

口6=
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と表せる.一方，noを与件とした時の購入可能確率は

f 1 no :::; Qの時
po(no)ェ<~ i若向 >Qの時

( 4.26) 

と表される.これより，時点t=Oにおいてチケットを購入できる(無条件)購入可能確率po= 

E[Po(no)]は

Q N ハ

po P(no)十玄芸P(no) ( 4.27) 
no=O no二 Q十1.-v 

と定義できる@ここで， は客観的購入可能確率であり，先に用 とは区別

している.また，時点t= 0においてチケットを購入できる人数の期待値E[no]は以下のように

なる.

N 

E[no] 口口0)+ L QP(no) ( 4.28) 
ηoニo noニQ十1

つぎに，キャンセル行動を考えよう@ ット したが， いて予

約をキャンセjしするのは?予約時点においてサービスに対する効用が臨界水準百以上であり，かつ

時点における

v 

そう@

む(りと

大きく

ょう@このと」ラ

り -c十 αc+ωより くなる場合である@

して変化する e このこと に表現するために，

より大きくなる確率は1 G(s(υ))である@いま?

においてキャンセルする確率はヲ

る.いま? f(υ)に従つ

が

より

していると考え

t=O した家計のうちラ t=lでキャンセjしすること

になる条件付き確率やは

や ( 4.29) 

と表せる@ t 0における その中から m t = 1に

おいてキャンセんする

ーや)(ηo-m)

で表される. I司様に時点t=Oにおける予約成功者数が時である時p 時点t= 1においてキャン

セルする家計数の期待値E[mlno]は以下のようになる.

E[mlnol =玄 mM(mlno)= noO (4.31) 
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最後に， t=Oで予約しなかったものの利用時点t=lにおいてチケットを購入する行動を

考える.時点t=lにおいて 9 チケットの購入を試みる家計は， 1)予約時点のトリップ効用りが

百より小さく， 2)手Ij照時点の臨界効用γ(υ)=ih(v-c)一ωが正であり， 3)利用時点の留保効

用ぎが臨界効用γ(υ)以下になる家計のみである.留保効用が臨界効用以下になる確率がG(γ(υ))と

されることに着自しよう.さらに， γ(り)く Oの家計はサービスを消費しない.v三百である家計

は時点t 0で予約を試みている.予約時点で予約に成功じなかっ

，予約時点において予約を試みなかった家計(りくむが成立する家計〉がフ

て購入を試みようとする条件付き確率ψは

しミ

f(りdv

と表せる。ただし， γ-1 はγ(り)二二 Oが成立するようなりを意味する.こ

人が予約を試みたという状況の下で町人の家計が時点t 1にお

|口0)は2

ψ: 

二二むで口o

、l
z
/

nu 
口

( 4.33) 

ト数合は合 =Q一口o+m

い.したがって，

ャンセル数がm

し

売れ残っている ツで表される. t=。
ヤ lでチケット

t 1において町 りラ ット

ている iま

時の〈口く
一
>

唱

i

守

i

口

口
l
丘
町

f
i〈
i
B
K

一一〈口口p
 

(4.34) 

セルした場合に? t=工でチケット きる

人の内でm人キャン

E[p1Ino，m]は

と定義できる. t=Oでη。

E[P1lno刈]= R(口llno)十

町 二o nl二合(no，m)十1
n1 

、もE
Eノ'

n
u
 

n
 

(4.35) 

時

時
の
の

ηvv
ハw

く
一
>

n
u
n
u
 

口

口

間十日

un
 

Q

m

 

f
i
l
J
I
B
-

一一

は

m

叫

ん

向

日

間

〈

口

口しだたるせ表で

(4.36) 
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と表せる.また，時点t=lでチケットを購入する家計数の条件付き期待値引吋Ino，m]は

E[nil口0，m] n1R(n1Ino) + 向(口0，m)R(口1lno) ( 4.37) 
nl二 O 町二仇(no，m)十1

となる.ここで?口0，mが式(4.22)，(4.30)に従って分布することに着目しよう.この時，時点t 1 

でチケットが購入できる〈無条件〉

N 

P1 = ): ) :口o)E訟1 m]十

町二O m二o %=Q十1mニO

だしヲ βダは

ゆ)(Q-m)

である@またヲ t = 1で、チケット

q N Q 

m]+ 一
noニOm=O noニ母+1'17に O

るa

明つ

る.このこと

と

つ

ち

(4.41b) 

れる.なおラ以上では家計自ら り(ta，tりとし

ること していた.しかし，この仮定は本質的ではない@ り返しラシス
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テム的なバイアスのないような購入可能確率を家計に提供する場合にも，同様な合理的期待均衡

が得られる.

4.5.1 

により予約モデルの性質 してみよう@

る.

うために

ピット

と

る.さらにヲ つ しよう.

制ニ;時
、ヲ"
l.-

6 

る りヲ

とし b 

一前向停島 ー

v* L 

のパラメータ

るよう

る

ャンセ

さ

したものである.

る.v = 2.75 

する

る。りく 2.75

ない@一方ラりと 2.75ピス 〉 しサー
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スの予約

本ケース

くなるほ

約

EU 

v 
2 3 ヰ

-3υ)と の

としていた@しかし，

されるものである。以下では

うなパラメー

により求めてみよう.

と，時点t=O

したものである@

している@パラメータμは指数分布の平均およ

@分散が大きくなる.すなわち，

ることになる@ リスクが大きくなると?

り棺対的に小さくなり，

t 。 家計数が減少し，時点t=Oにおける

t 1の均衡

リスク

る@

~ vは大きくなる. I可議に?時点t 1における均衡購入可能確率が増加する. ~喜一 5

は家計の確定効用♂とラ昂ぅ PL及び習の関係を表したものである@留に示すよう

界予約効用水準に捜雑な影響を及ぼす.確定効用水準♂が0.8の時ラ臨界予約効用

をとる.確定効用水準が0.8より増加すれば期待効用ヲが増加する.期待効用が増加すれ
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可入

率

購

確
時
一
能
1
日

目

即

時

m
M
ω
ω
引

臨界予約効

水準

3 

2.5 

2 

1.5 

G 

む 0.5 1.5 2 

保効用の平地櫨(μ)

-4 寵保効用の平均@分散値と予約行動

2.5 3 

ばラサービスを消費を試みようとする家計数が増加する.しかし，サービスの供給数が盟定され

ているため，時点t= 0，及び時点t= 1における均衡購入可能確率部ラ併は減少する.

が0.8より小さくなれば，購入可能確率がl し，予約をしなくても ピ

となる e その結果，かなり大き

な値をとるようになる.

を持つ家計のみが予約を試みる

告はキャンセル時のペナルティ

ス

こととなり?

率αとPB?前ヲ及びむの関係を表したものである@ペナルティ率が大きくなると 9 キャンセルによ

る損失リスクが大きくなり?予約を行った場合の期待効用が減少する@したがってp より多

くの家計が予約を留保することになりヲ均額購入可能確率ふは増加する.図に示すようにヲペナ

ルティ いものの 9

は予約し を減少させ，

ぼすことになる.ペナルティ率の増加

させる.

点における予約確率が減少するため，より多くの家計が時点t 1においてチケット

みる.それと開時にヲ予約者数が減少するため時点tニ 1において利用可能なチケット数は増加す

る.この 2つの効果が開時に機能するため，ペナルティ率の変化が時点t=lにおけ

に及ぼす影響に関して定性的な結論を導くことはできない.本数値計算事例では?ペナル

ティ率が0.3の近傍で時点t=lにおける均衡購入可能確率が最小値をとる結果となっている.以

上の数値計算事例で示したように?家計が直面する意思決定環境の特性に応じて臨界予約効用水
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0.1 
G 2 。 0.2 0.8 0.4 0.6 

窃)

円。 と

ためには，こ る@さらにヲ

える@このように限ら る.

2 

しておこう.

EV + eg(けれcαc-ω)- μJ 

EU 

ニ 1， く L αcニ 0，ω ここ 0，8= 1 > o. ，v>cの仮定よりβ-γz 引

U

r
g
a
弘、
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五三

この時，

EU=<5{開 (β)+ f" eg(ε)dε-州) 1"" eg(ε)dε) 

= <5 {foOO [max(内)一 max("E)]州 ε)

β〉 γより max(s，ε) max(γ?ε)とO. したがって，EV-EUミGが成立 PO 1， 1が成

立する場合 vどC十ωの仮定よりs-， = ac+ 2ω 之O.max(βpε)ー

が成立.したがって，

ε)三

と<5{foOO [max(グー叫l州 ε)十 8)c十 6αc+ 十 ω

三…8(s-γ) + (1 -8)c + 8ac + (1十 8)ω

ニ (1 8)(c十 ω)とO

すなわち， >0が成立.

3 

ニり -c十臼C十ω?γ:仇 -c)-ωで、あり Uの関数で、ある.ここでラ

一ω

一 γv愉叫gぱ抑州(竹付γサ)2釘}=寸停lρG付ど G

したがって9 次式が成立する.

-γ))三O.

また，v E (-∞?∞)より

lim ヱ lim -poc-ω:十 ∞
v-→00 t作→00

生EEUz出E6{P1(u-c)-ω}ニ+∞

JVVzpo(6[fq(ε)dε十 c-ac-ω1 c}-ω 

ニイεg(ε
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が成立する.一方，次式が成立することは明白.

J込(EV EU) b(po pt)υ一(お -bpl)C -(1ーかヱ十∞

vv-EU):一 (1 州

εが指数分布に従う場合， εexp(-με)=0であることを考慮すれば，

~OO子∞ヘε州ε戸斗ニイ[-一ヤ(ヤε +坤μω向)

:山叫-~)
を得る.さらにヲ G(s) 1 -exp( -s/μ)が成立.したがって，

的 {8[り十 μ叫(一~)]-十ω

が成立.問機に，

ニ 6{γ 十 μ叫(…~)}

が成立する.
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5 

5ユはじめ

前章では予約制度における経済便益や価格設定および座席配分などの最適制御に関する

予測を行うためには家計と企業との相互関係を明示する必要があることを説明した.また家計は

サービスを購入した場合においても予約をキャンセルする可能性があるという需要リスクと将来

時点でサービスが購入できなくなる供給リスクに薩面しラこの 2つの不確実性を開時に考慮して

サービスの予約の意思決定を行うという予約行動の特徴を指捕した.そこでラ家計の需要リスク

と供給リスクを同時に考慮したサービスの予約行動をモデル化した.予約システムの導入によっ

て，より大きな効用を有する家計に優先的にサービスが割り当てられることになり?サービスの

割り当てメカニズムの効率化が図られる.この予約システムが内包する配分メカニズムを前提に，

家計の予約行動のモデル化を下に家計の予約行動に関する分析を試みた.

開ーな公共サービスを選好に異質性ある個人に割り当てる場合には，その記分手法によって消

費者への配分結果および、その結果として実現する企業の収益は大きな影響を受ける 1) したがっ

て予約制度を含位した最適なサービス配分問題および企業の収益管理 n'f.T<:>Yl1'，n Management) 

に関する研究が多くの研究者によって行われてきた.しかし既存の研究では家計と企業が及ぼ

し合う影響については明示的にモデル化されていない.よって本章では，前章で定式化した予約

行動モデ、)vを用いて予約システムによる経済評価を多側面から検討することとする.

た開質的なサービスを異質性のある家計に割り当てる場合に，企業が事前購入割引制度を設

けることによって効率的な配分がなされると考えられている.企業が事前購入割引を行う目的は

供給量に見合うだけの需要量を引き出すことで利潤を増大させるためである 2) ところが，

iによる社会的厚生の影響に関しては見解の一致を見るに至っていない.したがってラ本

に関する経済評価も合わせて行うこととする.

以下， 5.2節では，予約システムが昌己選抜メカニズムとして機能し，サービスに対して相対

的に大きな効用を持つ家計に配分することができるかどうかをサービスを割り当てられる家計全

体のサービス効用の期待値を用いて示す.5.3舗では，オプション価格の概念を導入して予約シス

テムが自己選抜メカニズムとして機能することによって発生する経済便益を測定する方法を提案

し，予約システムが家計に及ぼす影響について考察する. 5.4節では，消費者余剰と企業利潤お

よび社会的厚生に関する定式化を行い，予約システムの導入による影響について数値計算と通じ

て考察する.また消費者余剰@企業利潤@社会的厚生それぞれの最大化を図るために最適と考え
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られる配分メカニズムを検討する.最後に5.5節において，本章全体のまとめを行うこととする.

5.2 と昌己選抜

家計のサービスに対する選好に異質性があるような場合，サービスの最適な配分メカニズムを

創出することが重要な課題となるが，一般的には家計のサービスに対する効用水準は私的情報で

あり，サービス供給者はその値を知ることができない.すなわち家計とサービス供給者の関には

情報の非対称性が存在する.したがって市場はより効率的な配分を呂指して，家計のサービス効

用りを把握できるような選抜メカニズムを作り出す必要がある.そこで予約システム

とより大きな効用を持つ家計にサービス購入の機会が割り当てられると考えられる.サービス効

用りに関して期待効用EV*(υ)， υ)が単調増加の性震を持つことから，

配分メカニズムを予約行動モデルで表現すると

システムにおける

予約する EV本(υ)ど

予約しない EV*(υ)く

(υ)の時 i
(υ)の時 j

(5.44) 

となる.これが「自己選抜の条件(self四 selectionconstraint) Jに他ならない 3) 家計がサービスを

予約するということは， rその家計が相対的に大きな効用 しているJという

していることになる.つまり予約システム によって自分自

表明する出 メカニズムが働く.その結果，サービス効用が相対的に大き

の割り当てを実現することが可能となる a

を表

じて

にサービス

ただ自己選抜メカニズムが果たして適切な配分をもたらすかどうかは一概には言えない 4) 伊j

えば労働市場における自 においては，労働者の能力に関する

して自己選抜と経済厚生について説明されるが，自 メカニズムの導入により撞度の分離均

衡が成立すると最善の状態でないどころか?次善の最適解でない可能性もある的。以上のことか

ら，予約システムによる配分メカニズムが適切か検討する必要がある.

そこで配分すべき家計にどの程度分配されているかによって適正な配分メカニズムであるかど

うかを評価する.ここで「配分すべき家計Jとは時点t=lでサービスを利用する意思がある家計

に対して，サービスを利用することによって得られる効用りが大きい家計のことであり，そのよう

な家計に対してより多く配分することが望ましいことであるとする.その評価値として配分メカ

ニズムに応じてサービスを割り当てられた家計のサービス効用υの期待値を用いる.このサービ

ス効用りの期待値が大きいほど自 メカニズムが機能することを表現している.

はじめに予約システムが存在する環境を想定して自己選抜の効果を澱るためにサービスを利用
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する家計のサービス効用 Uの期待値を求める.いま 9 すべての家計が購入可能確率に関して合理

的期待を形成していると考える.予約システムが存在する環境においてはサービスを利用する形

態として， 1)時点t=Oで予約に成功し時点t 1でキャンセjしせず利用する， 2)時点t 0 

しなかったもの に成功するという 2

として， 1つめのケースは予約に成功する確率はであり?

ヤシセルを行う臨界効舟β(叫が留保効用εを上田る確率が υ))である

つめ ため

されることヲ

られる a さら

ることが必要であり，

る

また 2

を試み

との比較であることを考癒して，サービ

は

E[v]ニ

と表現できる.ここでγ-1

シス

と

という

こと

自しよう@こ

RO
(η)は

(口)=

である.ここで基準状態にお

る場合9 予約システムにお

るUである.

と

口 t 1においてサービス

ごニj:，(O)f( 
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システムが

と

ン

しよう

(5.47) 



0.9 

0.8 

0.7 

0.6 

0.5 

O.ヰ

0.3 

0.2 

G 

む 合.5 1.5 2 2.5 

-予約シス

とし b しヲ γo 以ぺf ム ¥V! C.IふQV<"':の Q. <-<-<...:γ V 干(V- C1 -ω 

いてチケット む

ット る は以下の つ る.

λ「

nニO

N 

口1¥n)十

η二 O ηコQ十1

n 

口s:Q

口>Q

さ のでヲ t = 1 

Q N Q 
(口)+

nニO n二 Q十l
n 

と = Pl* る戸?とし る.

、ヲ，、ヲP

シス によ<-l..一

り る.パラメー と とする. サーピス

カ~V女三二 L りに従って分布し 9 のパ
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費用ω 二二 0.002，キャンセルのペナルティ率チケット価格 Ct エ C 1，取ラメータをμ 二二 2，

サービスの供給数Qニ 10，割引率8= 0.9975と設定する.本節にαニ 0.1，総家計数N= 100， 

おいても国定価格を前提として考察する.臨-1は留保効用εのパラメータμと予約システム下で

Oと時点t= 1における均衡購入可能確率PGJ;および、基準状態における均衡購入可能の時点t

に関わしたものである.この結果を含めて一殻的に予約システムにおし確率Pl*の関係

のらず同一価格を設定するという条件の下では基準状態の購入可能確率釘*

、、47
V
 

にはこの眼りヲ!など価格の差別化を行う関になる.ただし，

をを下に基準状態におけるサー基準状態における

t=1で始めて購入の意思決定が行われるが，導出する.基準状態において

あるここと入するのはサービスを購入するための最小の効用γ。い)

られる.その場合における購入可能確率は符*であるとからその確率は G(~t(υ)) と表され，

の右EO[v] 従って基準状態においてサービスを利用する家計のサービス効用

(5.52) 

と同様に表される.

E
O

[υl 

辺の分母および分子の第2

に完全りニズムにメまたあるる.につにおける

lにおいて個人t を考えてもよい.ここでの完全予見とは，となっ

る.よのサー

、タ'

'-

る効

つる.Cl -ω)とることω) 

る.

Q 
N 

される家計のうちてサービス

f(υ-Cl一 ω

[v]は式 (5.52) とすることによる効用の期待値けるサービス以上から

(5.54) 
_ Jvoo vf(υ)G(υ-Cl-ω)dv 

い]=JvOO 
f(υ)G(v -Clω)dv 
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-2自己選抜メカニズムの効果

と表される.各配分メカニズムにおけるサービスを利用する家計のサービス効用むの期待値を

標準ケースを用いた数値計算を行った結果が圏一 2である.予約システムでは完全予見による

分ほどには家計を選別できないが，基準状態と比べると自己選抜メカニズムが働くことが明らか

になる.

以下では各変数とサービス効用の期待値との関係を考察する.巨費-3は留保効用εのパラメータ

μと予約システムおよび、基準状態のサーピスを利用する家計のサービス効用りの期待値E[v]，EO[v]

したものである.常に予約システムが存在する場合の方が基準状態よりサービス

する家計のサービス効用の期待値が大きいことから，より自己選抜メカニズムとして機能して

いる.一般的に皆保効用のパラメータμが大きくなるとよりサービス効用りが高い家計に選別され

るのでサービス効用の期待値E[v]，EO川は増加する.しかし留保効用のパラメータμがある値〈こ

のケースではμ= 1) を超えると予約システムでのサービス効用υの期待値E[υ]が減少するのは，

t=Oにおける均衡購入可能確率昂がlに漸近するに従って購入できなくなるという供給リス

クよりもキャンセルを行うという需要リスクの影響が大きくなるためでありヲ

準状態に近づ、どと考えられる@

ヰおよび臨-5は家計の確定効用fもしくは確率効用の分散σ2と予約システムおよび、基準

状態、のサービスを利帰する家計のサービス効用υの期待値E[v]，EO[υ!との関係を表したものであ

る.何れの場合においても各変数の増加とともに相対的にサービス効用りが高い家計が増加する

ためにサービス効用の期待値Eド]， EO[v]も増加する.また各変数が大きくなり，サービス効用の

い家計の増加とともにE[v]とEOい]の差が大きくなることから，予約システムが自己選抜メカ
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2.3 

2.25 

2.2 

2.15 

2.1 

2.05 

2 

O 2 ヰ 5 3 

μ
 -3 

ニズムとしてより働くようになる られる.

一容はキャンセル料のペナルティ率αと予約システムおよ

ものである@ペナルティ

0.4 

の増加とともにE[v]

リスクが大きくなるためにE[v]

てもキャンセル

と

、タ炉 、タ'

l.....l..... 

2として予約システム

し9

り当てるという している.ま

し る@闇-7

t=lでの価格Clシステムおよ

と のにおけるサーどス

したものである.価格が上昇する

E[v]， EO
[り]， [v]は増加するが?サービス

の高い家計し

しようとする

うとしない

ため
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3 

2.8 

2臨6

2.4 

2.2 

2 

1.8 

9 0.5 1.5 2 

-4確定効用項と自己選抜

とEO[v]の差が小さくなることから p 自 メカニズムがあまり しないように次第に

なる. 引における期待値 [v] E[v]， EO[v]を上回ることからラ

り当てられることを表している@

以上の結果からヲ には予約システム によってより

が，予約システムにおける し

には予約を行う家計が罷めて少ないために， とほとんど変わらな ること

ら自 メカニズムがあまり しないことが分かる.

ところ システムでのサービスを利用する家計のサーピス効用 E[v]がEO[v]を

るという ら盈ちに予約システムによって適切な配分がなされていると し

切れない@本節の分析はあくまでもサービスを利用することとなる家計に限定されているだけで

ありラサービスを利用しない家計の影響を全く考慮していなし).ょっ

した経済評価を行うため ること

における を測定する に存在する 6)7)8)がラ本節では非状況依存

(オプション価格) いて，予約システムがもたらす岳 を測定す

る方法を提案する.本研究においては線形効用関数 1)を用いているため，他の評価法を採用し

ても開様の結果が得られる.はじめに予約システム における る
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と自己選抜民
M

E[WつはEV*(υ)， (りを用いて

E[W*] = + (5.55) ¥
i
/
 

U
 

'
d
a
E

も、
(υ)}] = 

と表される@ただし，vは騒界予約購入水準である. E[Wつを計測するためには，式(5.55)

に従っ

次

てサービス

を行う る.

tニ告におい

るか否かというt = 1でサービス

る@したがって9 における経済

いて評価できる.合理的期待効用 (υ)は式

c) -ωに置換することにより定義できる.またをγ。く Gとな

すなわちりく γ0-1 を満たす場合には式のと開じであ

(りを用いてラ基準状態における

において， γ(りをγ。

るようなサー

る@

E[WO*] によって記述できる.

E[WOつ:に (υ)f(υ)dv (5.56) 

予約システムによる自己選抜機能の経済価値は予約システムの下で達成される

と基準状態における合理的期待効用の差として表現される.すなわち，予約システムの経済価値
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2.3 

2.28 

2.26 

2.24 

2.22 

2.2 

2.18 

2.16 

G 

W[vl:基準状態で、の

0.2 O.ヰ 0.6 

イ学(0:)

-6ペナルティ率と自

(オプション価格)ムWは次式のように定義される。

~[T11*] ~[T11O*] 

0.8 

におけるパラメータも スと とする@すなわちサービスに対する

(5.57) 

が

ニ L 従って分布し? のパラメータをμ=2. 

チケット価格Ct C = 1， 

N 100.サービスの供給数q

ャンセルのペナルティ率αt

ニ 0.9975と設定する

けるキャンセルのペナルティ率αを変化させた場合のオフション価格を表し

に対して 0.2~0.5 %程度と微小ではあるものの任意のペナルティ率αにおい

る経済価値は負となることが明らかになる.そこでオプション価格

るものと予約を行わない家計に帰属するものの 2つに分割する.はじめに，

う家計9 すなわち当該サービスを行うことによって得ら

(v> 百)家計の経済価値ムYは式~と時様にして次式のようになる.

~Uネ (υ)f(υ い)f(υ)dv

総家計数

にお

る.価格

システムによ

t二二 lに予約を

る

(5.58) 

またサーピ、ス効用が臨界予約効用水準を下田る(りくが家計についても式 (5.58) と同様にし

て経済価値ムZが与えられる.

ムZ (v)f(v)dv - ~VO*(引い (5.59) 
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2.55 

d
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• 4
目

E
E

12 1.3 

(c， Cl) 

-7価格と自己選抜

1.5 1.4 

器保効用εのパラメータμヲ

率岱および臨定価格Cとム時fならびにム民

の分散σ2 キャンセ料のペナルティ

したものが盟-9.-- 3である@これら

システムは正の便益をもたらす一方，予約家計にとってら

を行わない家計にはそれを上回る負の便益をもたらすために， になる

こと らかになる. システム

へと移行することによって9 を見送る家計がの してしまうために，

る確率が減少してしまう.また，予約を試みる家計すなわち

(むと引においても，キャンセんを行うことによるリスクを負っているため

を

が減少してしまうことが大きい られる.以上のメカニズム

と対応すること，および予約を試みるほどサー

が下がる場合がある

とむ)において

い))ことからも明らかになる.

ら検討する@

り上げたは減少し，

と

しラこの逆も成立する. E[v]-EO[v] 

一号で、は腎保効用εのパラメータμが1の近

いてE[v] EO[v] これらの結果から明らかになるの システム

の導入によって自己選抜メカニズムが大きく働くほど， う家計には期待効用の増加

もたらすものの 9 を行わない家計はより としても負のの損失が大きくなり，

を及ぼすということである.その一方で自己選抜が働かない すなわち予約システムでの均
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-8ペナルティ率とオプション価格

月がそれぞれ l るよう

このように大半の事例においてオプショ

にはオプショ

となるものの，

入によってオプショ となる場合が存在する.ここでパラメータ

のと開様とする.すなわち， 工に基準状態すなわち時点tェ 1のみ

る

し

少し 9

t = 1に

る

と

C 

り当てるという手法である. ~喜一 1 5 

関係である.時点tニ 1における価格Clが1.3を

るサービス価格がC>工

る家計が獲得する消費者余剰が増加するこ

うにオプショ

る

れる.ここでオプショ

ことからヲ予約システム下 ける

ンヨ になる いて検討する。簡便化のため以下の考察にお

とする.

G 

、ヲ'
」四

たも

らびに

と

Co = 1に減

られる.

り

告して才プ

( Ct工 C)

サービス る家計 (υ>む)においては (υ)とEU*(υ)であること
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-10確定効用項と経済価値

から EV*(υ)とEUO*(υ)の 屈して，説明可能な項に分解すると

となる.
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鴎-1 1確率効用項と経済価値

-1 2ペナルティ率と経済価値

それぞれの項が表す内容を検討すると?右辺第 l項は基準状態においても購入を希望する家計

(0三ε三γ。(υ))における購入可能確率が民*から見に増加することによる の増加を表現

している.v-c>Oが成立するため第 1 となる.

第 2項は予約システム下ではサービスを利用するが，基準状態ではサービスを利用しない家計

(γ。 (υ) く ε~ s(υ))における期待効用の変化を表している.ε = s(υ)においては{昂(v-c)一

ω}g(β(υ)) s(υ)g(s(υ)) >むとなり予約システムの導入により正の効果を及ぼすが， ε=γ。(υ)

においては{昂(v-c) -ω}g( ，0(υ)) ，0(υ)g(，0(υ))く Oが成立し，負の影響を与える.したがっ

て状態の変化の正負については一概には言えない.

第3項は伊jえ購入できた際にも結局キャンセルする家計(ε 〉グ(υ))が購入できなかった場合の
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-1 5 引におけるオブショ

と 自して， ると

一

十 6

となる. 工

2 

く ε<γ。 り しなく る して

いる e

し?γ0-1 三U く くむとなるようなりについて

εεε-

となる. と

るいて シス

しない@

ヨ

うだけでなく早く

く

る において

の増加よりも，キャンセル料の負担のリスク

いことヲま うほどサー

る の減少という負の側面が強く出るためにオブショ
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になるということが明らかになる.すなわち，予約システムの機能が働くことによって，

期に購入の意思決定を迫られることとなり サービス効用の高い家計はより確実に購入できるよ

うになり供給リスクが小さくなるが，それ以上にキャンセルを行う可能性という需要リスクに晒

されるようになるためにオプション価格が負となるのである.オプション価格は家計が得る期待

効用の変化を集計化したものでありラサービス消費に対する効用は式(4.1)で表現されることから，

オプション価格が負になることを言い換えれば予約システムの導入によっ

るということを表している.すなわち予約システムの導入が家計にとって し しいシ

ステムとは言えないということになる.

システムが社会的に望ましいかどうかを判断する基準としてオプショ におい

し，予約システム により消費者余剰が減少することを示した@し システム

の妥当性を検討するためには社会的最適性について議論する必要があるためヲ消費者余剰のみで

るのは不十分であろう.そこで本節では他の一般的な手法と考えられる

をおいて検討を行うこととする。

行う.

仮定の lつである.

の正当'性について

と

ど において

を変動させることはできないため

とし総費用

業収入から

は一定であるという を設けている.その場合フ

し引いたもので表されるとしてよい.しかる

衡モデルの定式化 く9

のみで表現すればよい.したがって，企業収入と

始め システム下における企業収入FRぺ基準状態における FRO* 

を定式化する.ここでは企業は価格Ctおよび、キャンセル料のペナルティ率αを自由に

Qは圏定されているもの

max 
Ct，α 

S.t. ( 昂附州帆(伊協偽(j5o，j5i)昂凡6ふ?
pi(j5昂5?Jp;):P;
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システム下において

れるi収入と

られることから

と表せる

おける企業収入

11.5 

11 

10.5 

10 

9.5 

号

8.5 

8 

7.5 

0.8 

婚事

4事

1.2 0.9 4
E
B
a
 

• 4
B
E
E
 

1.3 1.4 1.5 

(c) 

-1 6圏定価格における企業収入

max 
CI 

s.t. γ)= 

は?サービス b ることによっ b 

からキャンセルを行う家計か るペナルティ料との和によって

エ (E[no]-E[mlno])co + 8E[n!]Cl十 (5.65) 

る家計について り引く必要はないト

は次式のようになる@

8E[n~]cl (5.66) 

におけるパラメータは標準ケースと同ーとする.すなわちサービスに対する確定効用が

げ1，確率効用

チケット価格Ct ニ c 1，取引

1)に従って分布し，留保効用のパラメータをμ=2， 

ニ 111メーキャンセルのペナルティ率α 総家計数

N=  サービスの供給数Q= 寄せ号i率8= -1 6は標準ケースにと

おいて，留定価格cを変動させた場合の企業収入を表している.この数値計算から暁らかになる
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次 された事後の状態を下

(り)， υ) 

ある.企業収入はサービス

を立式する. る ョン価

のは，ある価格において基準状態から予約システムを導入することによって企業収入は増加する

ということである.これはキャンセルによる手数料収入の影響によるもので，一般的にキャンセ

ル料を徴収しないいニ 0)場合には企業収入は減少する.またヲ企業収入の最大化の観点から企

業が選択する価格は基準状態ではCニ1.35であったものが，予約システム下ではc= 1.3となる.

すなわち屈定価格における予約システムの導入によって企業の設定価格が抵下する

している.

、ヲ"

に叫

つ

いてサービス

るラる

2

る

しなかったものの

に 2つめにつ る

むと t ヤ

る どv]は

される.ま t 

く v]

くむ]二二

となる.ただしγ-1 二 0となるりで、ある.

明つ

くなったためにキャン

る.サービス効用 υの家計がキャンセルを行うのは留保効用εがキャ

あり，その場合の留保効用の期待値 ε|ε>υ)] 

r;:; 、εε
ε|ε 〉 β(υ)]= 

シス

セル
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と表される.またサービス効用υの家計がキャンセルを行う確率は1-G(s(υ))であり，代わりに

獲得する留保効用の期待値はE[ε|ε >s(υ) ]であることから，時点t=Oで予約購入できたものの

キャンセルを行う家計が得る留保効用の期待値E[εIv之むjは

ff E[ε|ε > s(υ)]f(υ)(1 -G(s(υ)))酌
E[ε|υ 之む!こご

Jvoo f(けは-G(s(υ)))dv
(5.70) 

と表せる.

次に時点t=1において留保効用εが大きくなったためにサービスを購入しなかった家計につい

て考える@サービス効用 Uの家計が時点tニ lで購入を見送るのは留保効用εが臨界効用γ(りを超

えた時であり，その場合の留保効用の期待値E[εlε 〉 γ(υ)]は

f∞ εg(ε)d，ε 
E[ε|ε>γ(u)ltY(υ) 

f品川(ε)dε

される.

においては，

る@ま

t=Oに し， t=1にお しうる <v三む)

1-Gれい))で，

ことが有り

〉 γ であ

ることから， tニ l いてサービス

E[εIvく叶は

εIvくむ]=

される.ここで、 εl

ら予約システム下における

ある.

.-工、，...、世
ノ. 丸山 」回

ピス

2) 

ヤ する 9

t 0 しなかったもの

lつめのケース つい

て t 二二 1 は8(υ-Clω)である. t=Oにおい

が-8ω ラ

は8t- (1十 8)ω9

t=1にお

tニ Oには購入できたもののキャンセルし

なかった家計が得る効用

1 7参照))，予約システム下における

た場合に得る効用が8tで、あること

は次式のよう

てし

る

CS* 口 (8Eいいとv]-Co一 切)(E[no]-E[m]) 
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8v -cー ω E[no]-E[mlno] 

8t-8αC (1 + 8)ω E[mlnol 

一ω E[nol-E[nol 

d(v -c-ω) E[ni] 

- 8 ω η 1 ]  

DE N-

tニ O

るす得獲

寸

I
ム

、

ふ

吟

一
一
計

4ι

家各7
2
 

+ (8E[εIv > v] -8αCo (1 + 8)ω)E[m] 

ω(E[no] E[no]) 

+ 8(E[vlvくむ]- Cl一切)E[叫l

6ω(E[nlJ -E[ni]) 

十回[εIvくむ](N E[no] -E[nl]) (5.73) 

における を求める.始めにサービスの購入をする家計について考える.

については時点t 1で始めて購入の意思決定が行われる. t = 1 るのは

サービスを購入するための最小の効用γ。(v)が留保効用εを上田ることが必要であり 9 その確率は

G(γ。(υ))と表される.したがって基準状態においてサービスを購入する家計のサービス効用の期

EO[v]は

fr-1(0)uf(υ)G(γ。(υ))dv

fグ-1(0)f(υ)G(，O(υ))dv

と表される.式 (5.74) は式(5.52)と開式である.次にサービスを購入しない家計について考え

EO[v] 

る.あるサービス効用叫こおいて購入を見送る場合の留保効用の期待値E[εiε>γ。(υ)]は式 (5.71)

と同様にして

ε
一
ε

7α
ヲ

α

ε
一
ε

η
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位3I 0.2714 

。幽2

0.1 

O 

-0.1 

-0.2 

-0.2258 
一的

-18家計数の変化

と表現される.これを用いて基準状態において時点t= 1に購入を見送っ

場合の期待値EO[c]

[c] 二二

(5.72)と同様にして

E(εiε>γ。(v)]f(υ) -G(γO(り)))dv+Jゴご(0)εlf(り

fグ~1(0) f(υ) (1 -G ( 10 
( v ) ) )伽十 J2ご1(0)f(υ)dv 

となる.以上から基準状態における CSO*は予約システム下における

CSネと問機にして次式のように表される.

CSO* = 8(EO[v] -Cl一切)E[ni]-8ω(E[nl] -E[nγ])+臼 O[c](N

る

(5.76) 

(5.77) 

標準ケースにお を求めると基準状態ではCS* 205.457から予約システム下で、

はCSO*= 204.691に減少する@その要国を検討するために基準状態から予約システムへと移行

することによるヲ ピス

ビスを購入できなかった 3通り

する家計とサービス を獲得する

における家計数の変化を間-18に，

サー

を

-1告に示した.サービスを利用する家計が0.0456だけわずかに減少するにもかかわらずその

泊費者余剰が1.558だけ増加するのは予約システムの導入により自己選抜の機能が働くためによ

りサービス効用の高い家計に配分されることを裏付けるが，サービスを利用せず留保効用を得る

家計の消費者余剰の減少がサービスを利用する家計の消費者余剰の増加を上回るために全体の消

費者余剰も減少することになる.またサーゼスを購入できない家計数が0.2714だけ増加すること

も予約システムにおける の効果を与える.
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との和として以下のように表現できる。

+C8* (5.78) 

+C80* 

されるという

口である?すなわち ると

も V

」
w

つ

の

また， と

を次式のよう

(5.80) 

(5.81) 

= 8関門一 (5.82) 
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ことによ と以下では各変数

と

ラメータの変化によ

システムへ

パラメータ

について

ラメ システムにお

よ

しピスが割り当てら

ているためである@

くなるため

きいの

ける企業収入

らキャンセルを行う

テス、ン

のパラメータ

によっ るるカ丈 μ1  

入しないことによる収入の減少の効果が大きくなるために企業収入は減少する.

よ

システムへと移行することによる企業

したものである e

が大きくなるのはサービスの利用者は減少

収入と

-2 

のパラメータμが大きくなる

幽~
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内ぷ

-2 1留保効用と効率性(2) 

するものの，将来の行動の不確実性が大きくなるためにキャンセルをする家計が増加することに

よってキャンセルの手数料が増大するためである.次に消費者余剰の増分ムCS*については盟-

2 2のE[v]- [v]，額一号のムWと密接な関係があり 9 需要リスクと供給リスクの影響の度合

いと予約システムが自己選抜メカニズムとして機能するほど消費者余剰には負の効果を与えると

いう 2つの影響によって決定される.社会的厚生の変分ムSW*は企業収入の増加が消費者余剰の

減少を若干補う形になるが，この数値計算結果から器保効用が大きくなると予約シス

によっ くなりうることを示している.

2 2 

基準状態の企業収入FR*，

ものである.確定効用が

に増加するために企業収入と

収入は高止まりになる.

-24および額一 25は家計の確定効用がもしくは確率効用の分散σ2と企業収入と

の分散σ2と予約システムおよび、

CS*， Cso*および社会的厚生ぺを表した

の分散σ2が増加すると高いサービス効用

び社会的摩生は増加するが，

よび社会的厚生の変分ム，ムCSヘムである.企業収入については臨-20と同様に

キャンセルの手数料の増加により増加するが，治費者余剰については確定効用がや確率効用の分

散σ2が増加の増加とともに自己選抜メカニズムの効果が働くために消費者余剰の変分は負となり，

その結果社会的原生の変分も負となり，確定効用ないしは確率効用の分散が大きくなるほど予約
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-22 ( 1 ) 

システムにおける を及ぼす@

と

シス

ため

る

自

-2 

， 

メ

ンセル料のペナルティ率α システムおよ

αが

を表したものである e

者は減少するためにペナルティ率がO

による収入が増加するため

ると てもキャンセルと行うという リスクが大きくなる

家計が大多数となるため は減少する。 にお

はキャンセルの手数料の増加にしたがっ を試みる ために

ニズムが働かないようになりヲ

α= 0.6にお における ており， シス

よって正の効果 もたらしうる られる.

-27はキャンセル料のペナルティ と企業収入と およ の変分

である.企業収入の変分についてはキャンセルの手数料による収入増の影

を受けて増加する. の変分は自 メカニズムの効果が働く状況では負となるが，

社会的淳生の変分はペナルティ率の設定によっては増加することを示している.

以下においては基準状態，あるいは予約システムを導入し，企業は間一錨格で販売する，もし
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-2号消費者余剰と価格政策

と考えられること を通じて考察した.
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